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は  

改    正    後  改    正    前  

別表 

指定居宅サービス介護給付費単位数表 

別表 

指定居宅サービス介護給付費単位数表 

１ 訪問介護費 １ 訪問介護費 

イ～ト （略） イ～ト （略） 

チ 介護職員等処遇改善加算 

注１ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する介護職員等の

賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処理組

織を使用する方法により、都道府県知事に対し、老健局長

が定める様式による届出を行った指定訪問介護事業所が、

利用者に対し、指定訪問介護を行った場合は、当該基準に

掲げる区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算

する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している

場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 

 

⑴ 介護職員等処遇改善加算(Ⅰ) イからトまでにより算定

した単位数の1000分の245に相当する単位数 

⑵ 介護職員等処遇改善加算(Ⅱ) イからトまでにより算定

した単位数の1000分の224に相当する単位数 

⑶ 介護職員等処遇改善加算(Ⅲ) イからトまでにより算定

した単位数の1000分の182に相当する単位数 

⑷ 介護職員等処遇改善加算(Ⅳ) イからトまでにより算定

した単位数の1000分の145に相当する単位数 

チ 介護職員処遇改善加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の

賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処理組織

を使用する方法により、都道府県知事に対し、老健局長が定

める様式による届出を行った指定訪問介護事業所が、利用者

に対し、指定訪問介護を行った場合は、当該基準に掲げる区

分に従い、令和６年５月31日までの間、次に掲げる単位数を

所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算

を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は

算定しない。 

⑴ 介護職員処遇改善加算(Ⅰ) イからトまでにより算定した

単位数の1000分の137に相当する単位数 

⑵ 介護職員処遇改善加算(Ⅱ) イからトまでにより算定した

単位数の1000分の100に相当する単位数 

⑶ 介護職員処遇改善加算(Ⅲ) イからトまでにより算定した

単位数の1000分の55に相当する単位数 

２ 令和７年３月31日までの間、別に厚生労働大臣が定める

基準に適合している介護職員等の賃金の改善等を実施して

いるものとして、電子情報処理組織を使用する方法により

、都道府県知事に対し、老健局長が定める様式による届出

を行った指定訪問介護事業所（注１の加算を算定している

（新設） 
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ものを除く。）が、利用者に対し、指定訪問介護を行った

場合は、当該基準に掲げる区分に従い、次に掲げる単位数

を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの

加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の

加算は算定しない。 

⑴ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑴ イからトまでにより算

定した単位数の1000分の221に相当する単位数 

⑵ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑵ イからトまでにより算

定した単位数の1000分の208に相当する単位数 

⑶ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑶ イからトまでにより算

定した単位数の1000分の200に相当する単位数 

⑷ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑷ イからトまでにより算

定した単位数の1000分の187に相当する単位数 

⑸ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑸ イからトまでにより算

定した単位数の1000分の184に相当する単位数 

⑹ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑹ イからトまでにより算

定した単位数の1000分の163に相当する単位数 

⑺ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑺ イからトまでにより算

定した単位数の1000分の163に相当する単位数 

⑻ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑻ イからトまでにより算

定した単位数の1000分の158に相当する単位数 

⑼ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑼ イからトまでにより算

定した単位数の1000分の142に相当する単位数 

⑽ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑽ イからトまでにより算

定した単位数の1000分の139に相当する単位数 

⑾ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑾ イからトまでにより算

定した単位数の1000分の121に相当する単位数 

⑿ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑿ イからトまでにより算

定した単位数の1000分の118に相当する単位数 

⒀ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⒀ イからトまでにより算

定した単位数の1000分の100に相当する単位数 
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⒁ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⒁ イからトまでにより算

定した単位数の1000分の76に相当する単位数 
 

※ 「別に厚生労働大臣が定める基準」＝厚生労働大臣が定め

る基準第四号【参考22－２】 

 

 （削る） リ 介護職員等特定処遇改善加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等

の賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処理組

織を使用する方法により、都道府県知事に対し、老健局長が

定める様式による届出を行った指定訪問介護事業所が、利用

者に対し、指定訪問介護を行った場合は、当該基準に掲げる

区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。た

だし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合におい

ては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 

⑴ 介護職員等特定処遇改善加算(Ⅰ) イからトまでにより算

定した単位数の1000分の63に相当する単位数 

⑵ 介護職員等特定処遇改善加算(Ⅱ) イからトまでにより算

定した単位数の1000分の42に相当する単位数 

（削る） ヌ 介護職員等ベースアップ等支援加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等

の賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処理組

織を使用する方法により、都道府県知事に対し、老健局長が

定める様式による届出を行った指定訪問介護事業所が、利用

者に対し、指定訪問介護を行った場合は、イからトまでによ

り算定した単位数の1000分の24に相当する単位数を所定単位

数に加算する。 

２ 訪問入浴介護費 ２ 訪問入浴介護費 

イ～ホ （略） イ～ホ （略） 

ヘ 介護職員等処遇改善加算 

注１ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する介護職員等の

賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処理組

ヘ 介護職員処遇改善加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の

賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処理組織
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織を使用する方法により、都道府県知事に対し、老健局長

が定める様式による届出を行った指定訪問入浴介護事業所

が、利用者に対し、指定訪問入浴介護を行った場合は、当

該基準に掲げる区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位

数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定

している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定

しない。 

⑴ 介護職員等処遇改善加算(Ⅰ) イからホまでにより算定

した単位数の1000分の100に相当する単位数 

⑵ 介護職員等処遇改善加算(Ⅱ) イからホまでにより算定

した単位数の1000分の94に相当する単位数 

⑶ 介護職員等処遇改善加算(Ⅲ) イからホまでにより算定

した単位数の1000分の79に相当する単位数 

⑷ 介護職員等処遇改善加算(Ⅳ) イからホまでにより算定

した単位数の1000分の63に相当する単位数 

を使用する方法により、都道府県知事に対し、老健局長が定

める様式による届出を行った指定訪問入浴介護事業所が、利

用者に対し、指定訪問入浴介護を行った場合は、当該基準に

掲げる区分に従い、令和６年５月31日までの間、次に掲げる

単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれ

かの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他

の加算は算定しない。 

⑴ 介護職員処遇改善加算(Ⅰ) イからホまでにより算定した

単位数の1000分の58に相当する単位数 

⑵ 介護職員処遇改善加算(Ⅱ) イからホまでにより算定した

単位数の1000分の42に相当する単位数 

⑶ 介護職員処遇改善加算(Ⅲ) イからホまでにより算定した

単位数の1000分の23に相当する単位数 

２ 令和７年３月31日までの間、別に厚生労働大臣が定める

基準に適合している介護職員等の賃金の改善等を実施して

いるものとして、電子情報処理組織を使用する方法により

、都道府県知事に対し、老健局長が定める様式による届出

を行った指定訪問入浴介護事業所（注１の加算を算定して

いるものを除く。）が、利用者に対し、指定訪問入浴介護

を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、次に掲げ

る単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるい

ずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げる

その他の加算は算定しない。 

⑴ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑴ イからホまでにより算

定した単位数の1000分の89に相当する単位数 

⑵ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑵ イからホまでにより算

定した単位数の1000分の84に相当する単位数 

⑶ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑶ イからホまでにより算

定した単位数の1000分の83に相当する単位数 

（新設） 
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⑷ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑷ イからホまでにより算

定した単位数の1000分の78に相当する単位数 

⑸ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑸ イからホまでにより算

定した単位数の1000分の73に相当する単位数 

⑹ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑹ イからホまでにより算

定した単位数の1000分の67に相当する単位数 

⑺ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑺ イからホまでにより算

定した単位数の1000分の65に相当する単位数 

⑻ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑻ イからホまでにより算

定した単位数の1000分の68に相当する単位数 

⑼ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑼ イからホまでにより算

定した単位数の1000分の59に相当する単位数 

⑽ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑽ イからホまでにより算

定した単位数の1000分の54に相当する単位数 

⑾ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑾ イからホまでにより算

定した単位数の1000分の52に相当する単位数 

⑿ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑿ イからホまでにより算

定した単位数の1000分の48に相当する単位数 

⒀ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⒀ イからホまでにより算

定した単位数の1000分の44に相当する単位数 

⒁ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⒁ イからホまでにより算

定した単位数の1000分の33に相当する単位数 
 

※ 「別に厚生労働大臣が定める基準」＝厚生労働大臣が定め

る基準第六号において準用する第四号【参考22－２】 

 

 （削る） ト 介護職員等特定処遇改善加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等

の賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処理組

織を使用する方法により、都道府県知事に対し、老健局長が

定める様式による届出を行った指定訪問入浴介護事業所が、

利用者に対し、指定訪問入浴介護を行った場合は、当該基準
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に掲げる区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算

する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場

合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 

⑴ 介護職員等特定処遇改善加算(Ⅰ) イからホまでにより算

定した単位数の1000分の21に相当する単位数 

⑵ 介護職員等特定処遇改善加算(Ⅱ) イからホまでにより算

定した単位数の1000分の15に相当する単位数 

 （削る） チ 介護職員等ベースアップ等支援加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等

の賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処理組

織を使用する方法により、都道府県知事に対し、老健局長が

定める様式による届出を行った指定訪問入浴介護事業所が、

利用者に対し、指定訪問入浴介護を行った場合は、イからホ

までにより算定した単位数の1000分の11に相当する単位数を

所定単位数に加算する。 

３ 訪問看護費 ３ 訪問看護費 

イ 指定訪問看護ステーションの場合 

⑴ 所要時間20分未満の場合            314単位 

⑵ 所要時間30分未満の場合            471単位 

⑶ 所要時間30分以上１時間未満の場合       823単位 

⑷ 所要時間１時間以上１時間30分未満の場合   1,128単位 

⑸ 理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士による訪問の場合

（１回につき）                 294単位 

ロ 病院又は診療所の場合 

⑴ 所要時間20分未満の場合            266単位 

⑵ 所要時間30分未満の場合            399単位 

⑶ 所要時間30分以上１時間未満の場合       574単位 

⑷ 所要時間１時間以上１時間30分未満の場合    844単位 

ハ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所と連携して指

定訪問看護を行う場合              2,961単位 

イ 指定訪問看護ステーションの場合 

⑴ 所要時間20分未満の場合            313単位 

⑵ 所要時間30分未満の場合            470単位 

⑶ 所要時間30分以上１時間未満の場合       821単位 

⑷ 所要時間１時間以上１時間30分未満の場合   1,125単位 

⑸ 理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士による訪問の場合

（１回につき）                 293単位 

ロ 病院又は診療所の場合 

⑴ 所要時間20分未満の場合            265単位 

⑵ 所要時間30分未満の場合            398単位 

⑶ 所要時間30分以上１時間未満の場合       573単位 

⑷ 所要時間１時間以上１時間30分未満の場合    842単位 

ハ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所と連携して指

定訪問看護を行う場合              2,954単位 

注１・２ （略） 注１・２ （略） 
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３ 別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、高

齢者虐待防止措置未実施減算として、所定単位数の100分

の１に相当する単位数を所定単位数から減算する。 

（新設） 

 

※ 「別に厚生労働大臣が定める基準」＝厚生労働大臣が定め

る基準第六号の二【参考22－２】 

 

４ 別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、業

務継続計画未策定減算として、所定単位数の100分の１に

相当する単位数を所定単位数から減算する。 

（新設） 

 

※ 「別に厚生労働大臣が定める基準」＝厚生労働大臣が定め

る基準第六号の三【参考22－２】 

 

５～11 （略） ３～９ （略） 

12 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし

て、電子情報処理組織を使用する方法により、都道府県知

事に対し、老健局長が定める様式による届出を行った指定

訪問看護ステーションが、利用者の同意を得て、利用者又

はその家族等に対して当該基準により24時間連絡できる体

制にあって、かつ、計画的に訪問することとなっていない

緊急時訪問を必要に応じて行う体制にある場合、又は指定

訪問看護を担当する医療機関（指定居宅サービス基準第60

条第１項第２号に規定する指定訪問看護を担当する医療機

関をいう。）が、利用者の同意を得て、計画的に訪問する

こととなっていない緊急時訪問を必要に応じて行う体制に

ある場合には、緊急時訪問看護加算として、次に掲げる区

分に応じ、１月につき次に掲げる単位数を所定単位数に加

算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定してい

る場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない

。 

10 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし

て、電子情報処理組織を使用する方法により、都道府県知

事に対し、老健局長が定める様式による届出を行った指定

訪問看護ステーションが、利用者の同意を得て、利用者又

はその家族等に対して当該基準により24時間連絡できる体

制にあって、かつ、計画的に訪問することとなっていない

緊急時訪問を必要に応じて行う体制にある場合には、緊急

時訪問看護加算として１月につき574単位を所定単位数に

加算し、指定訪問看護を担当する医療機関（指定居宅サー

ビス基準第60条第１項第２号に規定する指定訪問看護を担

当する医療機関をいう。）が、利用者の同意を得て、計画

的に訪問することとなっていない緊急時訪問を必要に応じ

て行う体制にある場合には、緊急時訪問看護加算として１

月につき315単位を所定単位数に加算する。 

⑴ 緊急時訪問看護加算(Ⅰ) 

㈠ 指定訪問看護ステーションの場合     600単位 

（新設） 
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㈡ 病院又は診療所の場合          325単位 

⑵ 緊急時訪問看護加算(Ⅱ) 

㈠ 指定訪問看護ステーションの場合     574単位 

㈡ 病院又は診療所の場合          315単位 

 

（新設） 

 

※ 「別に厚生労働大臣が定める基準」＝厚生労働大臣が定め

る基準第七号【参考22－２】 
 

 

13 （略） 11 （略） 

14 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし

て、電子情報処理組織を使用する方法により、都道府県知

事に対し、老健局長が定める様式による届出を行った指定

訪問看護事業所の緩和ケア、褥
じよく

瘡
そ う

ケア若しくは人工肛
こ う

門

ケア及び人工膀胱
ぼ う こ う

ケアに係る専門の研修を受けた看護師又

は保健師助産師看護師法（昭和23年法律第203号）第37条

の２第２項第５号に規定する指定研修機関において行われ

る研修（以下「特定行為研修」という。）を修了した看護

師が、指定訪問看護の実施に関する計画的な管理を行った

場合には、１月に１回に限り、専門管理加算として、次に

掲げる区分に応じ、次に掲げる単位数のいずれかを所定単

位数に加算する。 

イ 緩和ケア、褥
じよく

瘡
そ う

ケア又は人工肛
こ う

門ケア及び人工膀胱
ぼ う こ う

ケアに係る専門の研修を受けた看護師が計画的な管理を

行った場合（悪性腫瘍の鎮痛療法若しくは化学療法を行

っている利用者、真皮を越える褥
じよく

瘡
そ う

の状態にある利用

者（重点的な褥
じよく

瘡
そ う

管理を行う必要が認められる利用者

（在宅での療養を行っているものに限る。）にあっては

真皮までの状態の利用者）又は人工肛
こう

門若しくは人工

膀胱
ぼうこう

を造設している者で管理が困難な利用者に行った場

合に限る。）                250単位 

ロ 特定行為研修を修了した看護師が計画的な管理を行っ

た場合（医科診療報酬点数表の区分番号Ｃ007の注３に

（新設） 
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規定する手順書加算を算定する利用者に対して行った場

合に限る。）                250単位 
 

※ 「別に厚生労働大臣が定める基準」＝厚生労働大臣が定め

る基準第七号の二【参考22－２】 

 

15 在宅で死亡した利用者に対して、別に厚生労働大臣が定

める基準に適合しているものとして、電子情報処理組織を

使用する方法により、都道府県知事に対し、老健局長が定

める様式による届出を行った指定訪問看護事業所が、その

死亡日及び死亡日前14日以内に２日（死亡日及び死亡日前

14日以内に当該利用者（末期の悪性腫瘍その他別に厚生労

働大臣が定める状態にあるものに限る。）に対して訪問看

護を行っている場合にあっては、１日）以上ターミナルケ

アを行った場合（ターミナルケアを行った後、24時間以内

に在宅以外で死亡した場合を含む。）は、ターミナルケア

加算として、当該者の死亡月につき2,500単位を所定単位

数に加算する。 

12 在宅で死亡した利用者に対して、別に厚生労働大臣が定

める基準に適合しているものとして、電子情報処理組織を

使用する方法により、都道府県知事に対し、老健局長が定

める様式による届出を行った指定訪問看護事業所が、その

死亡日及び死亡日前14日以内に２日（死亡日及び死亡日前

14日以内に当該利用者（末期の悪性腫瘍その他別に厚生労

働大臣が定める状態にあるものに限る。）に対して訪問看

護を行っている場合にあっては、１日）以上ターミナルケ

アを行った場合（ターミナルケアを行った後、24時間以内

に在宅以外で死亡した場合を含む。）は、ターミナルケア

加算として、当該者の死亡月につき2,000単位を所定単位

数に加算する。 

16 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし

て、電子情報処理組織を使用する方法により、都道府県知

事に対し、老健局長が定める様式による届出を行った指定

訪問看護事業所の情報通信機器を用いた在宅での看取りに

係る研修を受けた看護師が、医科診療報酬点数表の区分番

号Ｃ001の注８（医科診療報酬点数表の区分番号Ｃ001―２

の注６の規定により準用する場合（指定特定施設入居者生

活介護事業者の指定を受けている有料老人ホームその他こ

れに準ずる施設が算定する場合を除く。）を含む。）に規

定する死亡診断加算を算定する利用者（別に厚生労働大臣

が定める地域に居住する利用者に限る。）について、その

主治医の指示に基づき、情報通信機器を用いて医師の死亡

診断の補助を行った場合は、遠隔死亡診断補助加算として

、当該利用者の死亡月につき150単位を所定単位数に加算

（新設） 
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する。 
 

※ 「別に厚生労働大臣が定める基準」＝厚生労働大臣が定め

る基準第八号の二【参考22－２】 

※ 「別に厚生労働大臣が定める地域」＝厚生労働大臣が定め

る地域【参考19－２】 

 

17～19 （略） 13～15 （略） 

20 イ⑸について、別に厚生労働大臣が定める施設基準に該

当する指定訪問看護事業所については、１回につき８単位

を所定単位数から減算する。 

（新設） 

 

※ 「別に厚生労働大臣が定める施設基準」＝厚生労働大臣が

定める施設基準第四号の二【参考23－２】 

 

ニ 初回加算 

⑴ 初回加算(Ⅰ)                  350単位 

⑵ 初回加算(Ⅱ)                  300単位 

注１ ⑴について、新規に訪問看護計画書を作成した利用者に

対して、病院、診療所又は介護保険施設から退院又は退所

した日に指定訪問看護事業所の看護師が初回の指定訪問看

護を行った場合は、１月につき所定単位数を加算する。た

だし、⑵を算定している場合は、算定しない。 

２ ⑵について、指定訪問看護事業所において、新規に訪問

看護計画書を作成した利用者に対して、病院、診療所又は

介護保険施設から退院又は退所した日の翌日以降に初回の

指定訪問看護を行った場合は、１月につき所定単位数を加

算する。ただし、⑴を算定している場合は、算定しない。 

ホ 退院時共同指導加算               600単位 

注 病院、診療所、介護老人保健施設又は介護医療院に入院

中又は入所中の者が退院又は退所するに当たり、指定訪問

看護ステーションの看護師等（准看護師を除く。）が、退

院時共同指導（当該者又はその看護に当たっている者に対

ニ 初回加算                    300単位 

（新設） 

（新設） 

注 指定訪問看護事業所において、新規に訪問看護計画書を作

成した利用者に対して、初回の指定訪問看護を行った場合は

、１月につき所定単位数を加算する。 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

ホ 退院時共同指導加算               600単位 

注 病院、診療所、介護老人保健施設又は介護医療院に入院中

又は入所中の者が退院又は退所するに当たり、指定訪問看護

ステーションの看護師等（准看護師を除く。）が、退院時共

同指導（当該者又はその看護に当たっている者に対して、病
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して、病院、診療所、介護老人保健施設又は介護医療院の

主治の医師その他の従業者と共同し、在宅での療養上必要

な指導を行い、その内容を提供することをいう。）を行っ

た後に、当該者の退院又は退所後に当該者に対する初回の

指定訪問看護を行った場合に、退院時共同指導加算として

、当該退院又は退所につき１回（特別な管理を必要とする

利用者については、２回）に限り、所定単位数を加算する

。ただし、ニの初回加算を算定する場合は、退院時共同指

導加算は算定しない。 

院、診療所、介護老人保健施設又は介護医療院の主治の医師

その他の従業者と共同し、在宅での療養上必要な指導を行い

、その内容を文書により提供することをいう。）を行った後

に、当該者の退院又は退所後に当該者に対する初回の指定訪

問看護を行った場合に、退院時共同指導加算として、当該退

院又は退所につき１回（特別な管理を必要とする利用者につ

いては、２回）に限り、所定単位数を加算する。ただし、ニ

の初回加算を算定する場合は、退院時共同指導加算は算定し

ない。 

ヘ・ト （略） ヘ・ト （略） 

チ 口腔
く う

連携強化加算                50単位 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして

、電子情報処理組織を使用する方法により、都道府県知事に

対し、老健局長が定める様式による届出を行った指定訪問看

護事業所の従業者が、口腔
く う

の健康状態の評価を実施した場合

において、利用者の同意を得て、歯科医療機関及び介護支援

専門員に対し、当該評価の結果の情報提供を行ったときは、

口腔
く う

連携強化加算として、１月に１回に限り所定単位数を加

算する。 

（新設） 

 

※ 「別に厚生労働大臣が定める基準」＝厚生労働大臣が定め

る基準第九号の二【参考22－２】 

 

リ （略） チ （略） 

４ 訪問リハビリテーション費 

イ 訪問リハビリテーション費（１回につき）     308単位 

４ 訪問リハビリテーション費 

イ 訪問リハビリテーション費（１回につき）     307単位 

注１ 通院が困難な利用者に対して、指定訪問リハビリテーシ

ョン事業所の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が、

計画的な医学的管理を行っている当該事業所の医師の指示

に基づき、指定訪問リハビリテーションを行った場合は、

所定単位数を算定する。なお、指定訪問リハビリテーショ

ン事業所の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が、当

注１ 通院が困難な利用者に対して、指定訪問リハビリテーシ

ョン事業所の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が、

計画的な医学的管理を行っている当該事業所の医師の指示

に基づき、指定訪問リハビリテーションを行った場合に算

定する。 
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該指定訪問リハビリテーション事業所の医師が診療を行っ

ていない利用者であって、別に厚生労働大臣が定める基準

に適合するものに対して指定訪問リハビリテーションを行

った場合は、注14の規定にかかわらず、所定単位数を算定

する。 
 

※ 「別に厚生労働大臣が定める基準に適合するもの」＝厚生

労働大臣が定める基準に適合する利用者等第八号の二【参考

21－２】 

 

２ 別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、高

齢者虐待防止措置未実施減算として、所定単位数の100分

の１に相当する単位数を所定単位数から減算する。 

（新設） 

 

※ 「別に厚生労働大臣が定める基準」＝厚生労働大臣が定め

る基準第十一号【参考22－２】 

 

３ 別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、業

務継続計画未策定減算として、所定単位数の100分の１に

相当する単位数を所定単位数から減算する。 

（新設） 

 

※ 「別に厚生労働大臣が定める基準」＝厚生労働大臣が定め

る基準第十一号の二【参考22－２】 

 

４～８ （略） ２～６ （略） 

９ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし

て、電子情報処理組織を使用する方法により、都道府県知

事に対し、老健局長が定める様式による届出を行った指定

訪問リハビリテーション事業所の医師、理学療法士、作業

療法士、言語聴覚士その他の職種の者が共同し、継続的に

リハビリテーションの質を管理した場合は、リハビリテー

ションマネジメント加算として、次に掲げる区分に応じ、

１月につき次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。た

だし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合にお

いては、次に掲げるその他の加算は算定しない。さらに、

７ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし

て、電子情報処理組織を使用する方法により、都道府県知

事に対し、老健局長が定める様式による届出を行った指定

訪問リハビリテーション事業所の医師、理学療法士、作業

療法士、言語聴覚士その他の職種の者が共同し、継続的に

リハビリテーションの質を管理した場合は、リハビリテー

ションマネジメント加算として、次に掲げる区分に応じ、

１月につき次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。た

だし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合にお

いては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 
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訪問リハビリテーション計画について、指定訪問リハビリ

テーション事業所の医師が利用者又はその家族に対して説

明し、利用者の同意を得た場合、１月につき270単位を加

算する。 

⑴ リハビリテーションマネジメント加算(イ)   180単位 

⑵ リハビリテーションマネジメント加算(ロ)   213単位 

（削る） 

（削る） 

⑴ リハビリテーションマネジメント加算(Ａ)イ  180単位 

⑵ リハビリテーションマネジメント加算(Ａ)ロ  213単位 

⑶ リハビリテーションマネジメント加算(Ｂ)イ  450単位 

⑷ リハビリテーションマネジメント加算(Ｂ)ロ  483単位 
 

※ 「別に厚生労働大臣が定める基準」＝厚生労働大臣が定め

る基準第十二号【参考22－２】 

 

10 認知症であると医師が判断した者であって、リハビリテ

ーションによって生活機能の改善が見込まれると判断され

たものに対して、医師又は医師の指示を受けた理学療法士

、作業療法士若しくは言語聴覚士が、その退院（所）日又

は訪問開始日から起算して３月以内の期間に、リハビリテ

ーションを集中的に行った場合に、認知症短期集中リハビ

リテーション実施加算として、１週に２日を限度として、

１日につき240単位を所定単位数に加算する。ただし、注

８を算定している場合は、算定しない。 

（新設） 

11 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし

て、電子情報処理組織を使用する方法により、都道府県知

事に対し、老健局長が定める様式による届出を行った指定

訪問リハビリテーション事業所の従業者が、口腔
く う

の健康状

態の評価を実施した場合において、利用者の同意を得て、

歯科医療機関及び介護支援専門員に対し、当該評価の結果

の情報提供を行ったときは、口腔
く う

連携強化加算として、１

月に１回に限り50単位を所定単位数に加算する。 

（新設） 

 

※ 「別に厚生労働大臣が定める基準」＝厚生労働大臣が定め

る基準第十二号の二【参考22－２】 
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12～14 （略） ８～10 （略） 

ロ 退院時共同指導加算               600単位 

注 病院又は診療所に入院中の者が退院するに当たり、指定訪

問リハビリテーション事業所の医師又は理学療法士、作業療

法士若しくは言語聴覚士が、退院前カンファレンスに参加し

、退院時共同指導（病院又は診療所の主治の医師、理学療法

士、作業療法士、言語聴覚士その他の従業者との間で当該者

の状況等に関する情報を相互に共有した上で、当該者又はそ

の家族に対して、在宅でのリハビリテーションに必要な指導

を共同して行い、その内容を在宅での訪問リハビリテーショ

ン計画に反映させることをいう。）を行った後に、当該者に

対する初回の指定訪問リハビリテーションを行った場合に、

当該退院につき１回に限り、所定単位数を加算する。 

（新設） 

ハ・ニ （略） ロ・ハ （略） 

５ 居宅療養管理指導費 ５ 居宅療養管理指導費 

イ 医師が行う場合 イ 医師が行う場合 

⑴ 居宅療養管理指導費(Ⅰ) 

㈠ 単一建物居住者１人に対して行う場合     515単位 

㈡ 単一建物居住者２人以上９人以下に対して行う場合 

487単位 

㈢ ㈠及び㈡以外の場合             446単位 

⑵ 居宅療養管理指導費(Ⅱ) 

㈠ 単一建物居住者１人に対して行う場合     299単位 

㈡ 単一建物居住者２人以上９人以下に対して行う場合 

  287単位 

㈢ ㈠及び㈡以外の場合             260単位 

⑴ 居宅療養管理指導費(Ⅰ) 

㈠ 単一建物居住者１人に対して行う場合     514単位 

㈡ 単一建物居住者２人以上９人以下に対して行う場合 

 486単位 

㈢ ㈠及び㈡以外の場合             445単位 

⑵ 居宅療養管理指導費(Ⅱ) 

㈠ 単一建物居住者１人に対して行う場合     298単位 

㈡ 単一建物居住者２人以上９人以下に対して行う場合 

 286単位 

㈢ ㈠及び㈡以外の場合             259単位 

注１～５ （略） 注１～５ （略） 

ロ 歯科医師が行う場合 

⑴ 単一建物居住者１人に対して行う場合      517単位 

⑵ 単一建物居住者２人以上９人以下に対して行う場合 

ロ 歯科医師が行う場合 

⑴ 単一建物居住者１人に対して行う場合      516単位 

⑵ 単一建物居住者２人以上９人以下に対して行う場合 
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  487単位 

⑶ ⑴及び⑵以外の場合              441単位 

 486単位 

⑶ ⑴及び⑵以外の場合              440単位 

注１～４ （略） 注１～４ （略） 

ハ 薬剤師が行う場合 

⑴ 病院又は診療所の薬剤師が行う場合 

㈠ 単一建物居住者１人に対して行う場合     566単位 

㈡ 単一建物居住者２人以上９人以下に対して行う場合 

                        417単位 

㈢ ㈠及び㈡以外の場合             380単位 

⑵ 薬局の薬剤師が行う場合 

㈠ 単一建物居住者１人に対して行う場合     518単位 

㈡ 単一建物居住者２人以上９人以下に対して行う場合 

                        379単位 

㈢ ㈠及び㈡以外の場合             342単位 

ハ 薬剤師が行う場合 

⑴ 病院又は診療所の薬剤師が行う場合 

㈠ 単一建物居住者１人に対して行う場合     565単位 

㈡ 単一建物居住者２人以上９人以下に対して行う場合 

  416単位 

㈢ ㈠及び㈡以外の場合             379単位 

⑵ 薬局の薬剤師が行う場合 

㈠ 単一建物居住者１人に対して行う場合     517単位 

㈡ 単一建物居住者２人以上９人以下に対して行う場合 

                        378単位 

㈢ ㈠及び㈡以外の場合             341単位 

注１ 在宅の利用者であって通院が困難なものに対して、指定

居宅療養管理指導事業所（指定居宅サービス基準第85条第

１項に規定する指定居宅療養管理指導事業所をいう。以下

この注及び注４から注８までにおいて同じ。）の薬剤師が

、医師又は歯科医師の指示（薬局の薬剤師にあっては、医

師又は歯科医師の指示に基づき、当該薬剤師が策定した薬

学的管理指導計画）に基づき、当該利用者を訪問し、薬学

的な管理指導を行い、介護支援専門員に対する居宅サービ

ス計画の策定等に必要な情報提供を行った場合に、単一建

物居住者（当該利用者が居住する建物に居住する者のうち

、当該指定居宅療養管理指導事業所の薬剤師が、同一月に

指定居宅療養管理指導を行っているものをいう。）の人数

に従い、１月に２回（薬局の薬剤師にあっては、４回）を

限度として、所定単位数を算定する。ただし、薬局の薬剤

師にあっては、別に厚生労働大臣が定める者に対して、当

該利用者を訪問し、薬学的な管理指導等を行った場合は、

注１ 在宅の利用者であって通院が困難なものに対して、指定

居宅療養管理指導事業所（指定居宅サービス基準第85条第

１項に規定する指定居宅療養管理指導事業所をいう。以下

この注及び注４から注６までにおいて同じ。）の薬剤師が

、医師又は歯科医師の指示（薬局の薬剤師にあっては、医

師又は歯科医師の指示に基づき、当該薬剤師が策定した薬

学的管理指導計画）に基づき、当該利用者を訪問し、薬学

的な管理指導を行い、介護支援専門員に対する居宅サービ

ス計画の策定等に必要な情報提供を行った場合に、単一建

物居住者（当該利用者が居住する建物に居住する者のうち

、当該指定居宅療養管理指導事業所の薬剤師が、同一月に

指定居宅療養管理指導を行っているものをいう。）の人数

に従い、１月に２回（薬局の薬剤師にあっては、４回）を

限度として、所定単位数を算定する。ただし、薬局の薬剤

師にあっては、別に厚生労働大臣が定める者に対して、当

該利用者を訪問し、薬学的な管理指導等を行った場合は、
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１週に２回、かつ、１月に８回を限度として、所定単位数

を算定する。 

１週に２回、かつ、１月に８回を限度として、所定単位数

を算定する。 

２ 在宅の利用者であって通院が困難なものに対して、薬局

の薬剤師が情報通信機器を用いた服薬指導（指定介護予防

居宅療養管理指導と同日に行う場合を除く。）を行った場

合は、注１の規定にかかわらず、⑵㈠から㈢までと合わせ

て１月に４回に限り、46単位を算定する。ただし、別に厚

生労働大臣が定める者に対して、薬局の薬剤師が情報通信

機器を用いた服薬指導（指定居宅療養管理指導と同日に行

う場合を除く。）を行った場合は、注１の規定にかかわら

ず、⑵㈠から㈢までと合わせて、１週に２回、かつ、１月

に８回を限度として、46単位を算定する。 

２ 医科診療報酬点数表の区分番号Ｃ002に掲げる在宅時医

学総合管理料に規定する訪問診療の実施に伴い、処方箋が

交付された利用者であって、別に厚生労働大臣が定めるも

のに対して、情報通信機器を用いた服薬指導（指定居宅療

養管理指導と同日に行う場合を除く。）を行った場合は、

注１の規定にかかわらず、１月に１回に限り45単位を算定

する。 

 

※ 「別に厚生労働大臣が定める者」＝厚生労働大臣が定める

基準に適合する利用者等第十号【参考21－２】 

 

３～６ （略） ３～６ （略） 

７ 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合するものとし

て、電子情報処理組織を使用する方法により、都道府県知

事に対し、老健局長が定める様式による届出を行った指定

居宅療養管理指導事業所において、在宅で医療用麻薬持続

注射療法を行っている利用者に対して、その投与及び保管

の状況、副作用の有無等について当該利用者又はその家族

等に確認し、必要な薬学的管理指導を行った場合は、医療

用麻薬持続注射療法加算として、１回につき250単位を所

定単位数に加算する。ただし、注２又は注３を算定してい

る場合は、算定しない。 

（新設） 

 

※ 「別に厚生労働大臣が定める施設基準」＝厚生労働大臣が

定める施設基準第四号の五【参考23－２】 

 

８ 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合するものとし

て、電子情報処理組織を使用する方法により、都道府県知

（新設） 
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事に対し、老健局長が定める様式による届出を行った指定

居宅療養管理指導事業所において、在宅中心静脈栄養法を

行っている利用者に対して、その投与及び保管の状況、配

合変化の有無について確認し、必要な薬学的管理指導を行

った場合は、在宅中心静脈栄養法加算として、１回につき

150単位を所定単位数に加算する。ただし、注２を算定し

ている場合は、算定しない。 
 

※ 「別に厚生労働大臣が定める施設基準」＝厚生労働大臣が

定める施設基準第四号の六【参考23－２】 

 

ニ 管理栄養士が行う場合 

⑴ 居宅療養管理指導費(Ⅰ) 

㈠ 単一建物居住者１人に対して行う場合     545単位 

㈡ 単一建物居住者２人以上９人以下に対して行う場合 

                      487単位 

㈢ ㈠及び㈡以外の場合             444単位 

⑵ 居宅療養管理指導費(Ⅱ) 

㈠ 単一建物居住者１人に対して行う場合     525単位 

㈡ 単一建物居住者２人以上９人以下に対して行う場合 

                       467単位 

㈢ ㈠及び㈡以外の場合             424単位 

ニ 管理栄養士が行う場合 

⑴ 居宅療養管理指導費(Ⅰ) 

㈠ 単一建物居住者１人に対して行う場合     544単位 

㈡ 単一建物居住者２人以上９人以下に対して行う場合 

                      486単位 

㈢ ㈠及び㈡以外の場合             443単位 

⑵ 居宅療養管理指導費(Ⅱ) 

㈠ 単一建物居住者１人に対して行う場合     524単位 

㈡ 単一建物居住者２人以上９人以下に対して行う場合 

                       466単位 

㈢ ㈠及び㈡以外の場合             423単位 

注１ 在宅の利用者であって通院が困難なものに対して、⑴に

ついては次に掲げるいずれの基準にも適合する指定居宅療

養管理指導事業所（指定居宅サービス基準第85条第１項第

１号に規定する指定居宅療養管理指導事業所をいう。以下

この注から注４までにおいて同じ。）の管理栄養士が、⑵

については次に掲げるいずれの基準にも適合する指定居宅

療養管理指導事業所において当該指定居宅療養管理指導事

業所以外の医療機関、介護保険施設（指定施設サービス等

に要する費用の額の算定に関する基準（平成12年厚生省告

示第21号）別表指定施設サービス等介護給付費単位数表（

注１ 在宅の利用者であって通院又は通所が困難なものに対し

て、⑴については次に掲げるいずれの基準にも適合する指

定居宅療養管理指導事業所（指定居宅サービス基準第85条

第１項第１号に規定する指定居宅療養管理指導事業所をい

う。以下この注から注４までにおいて同じ。）の管理栄養

士が、⑵については次に掲げるいずれの基準にも適合する

指定居宅療養管理指導事業所において当該指定居宅療養管

理指導事業所以外の医療機関、介護保険施設（指定施設サ

ービス等に要する費用の額の算定に関する基準（平成12年

厚生省告示第21号）別表指定施設サービス等介護給付費単
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以下「指定施設サービス等介護給付費単位数表」という。

）の介護福祉施設サービスのチ、介護保健施設サービスの

リ若しくは介護医療院サービスのヲに規定する厚生労働大

臣が定める基準に定める管理栄養士の員数を超えて管理栄

養士を置いているもの又は常勤の管理栄養士を１名以上配

置しているものに限る。）又は栄養士会が運営する栄養ケ

ア・ステーションとの連携により確保した管理栄養士が、

計画的な医学的管理を行っている医師の指示に基づき、当

該利用者を訪問し、栄養管理に係る情報提供及び指導又は

助言を行った場合に、単一建物居住者（当該利用者が居住

する建物に居住する者のうち、当該指定居宅療養管理指導

事業所の管理栄養士が、同一月に指定居宅療養管理指導を

行っているものをいう。）の人数に従い、１月に２回を限

度として、所定単位数を算定する。ただし、当該利用者の

計画的な医学的管理を行っている医師が、当該利用者の急

性増悪等により一時的に頻回の栄養管理を行う必要がある

旨の特別の指示を行った場合に、当該利用者を訪問し、栄

養管理に係る情報提供及び指導又は助言を行ったときは、

その指示の日から30日間に限って、１月に２回を超えて、

２回を限度として、所定単位数を算定する。 

位数表（以下「指定施設サービス等介護給付費単位数表」

という。）の介護福祉施設サービスのチ、介護保健施設サ

ービスのリ若しくは介護医療院サービスのヲに規定する厚

生労働大臣が定める基準に定める管理栄養士の員数を超え

て管理栄養士を置いているもの又は常勤の管理栄養士を１

名以上配置しているものに限る。）又は栄養士会が運営す

る栄養ケア・ステーションとの連携により確保した管理栄

養士が、計画的な医学的管理を行っている医師の指示に基

づき、当該利用者を訪問し、栄養管理に係る情報提供及び

指導又は助言を行った場合に、単一建物居住者（当該利用

者が居住する建物に居住する者のうち、当該指定居宅療養

管理指導事業所の管理栄養士が、同一月に指定居宅療養管

理指導を行っているものをいう。）の人数に従い、１月に

２回を限度として、所定単位数を算定する。 

 

イ～ハ （略） イ～ハ （略） 

２～４ （略） ２～４ （略） 

ホ 歯科衛生士等が行う場合 

⑴ 単一建物居住者１人に対して行う場合      362単位 

⑵ 単一建物居住者２人以上９人以下に対して行う場合   

                        326単位 

⑶ ⑴及び⑵以外の場合              295単位 

ホ 歯科衛生士等が行う場合 

⑴ 単一建物居住者１人に対して行う場合      361単位 

⑵ 単一建物居住者２人以上９人以下に対して行う場合   

                        325単位 

⑶ ⑴及び⑵以外の場合              294単位 

注１ 在宅の利用者であって通院が困難なものに対して、次に

掲げるいずれの基準にも適合する指定居宅療養管理指導事

業所（指定居宅サービス基準第85条第１項第１号に規定す

る指定居宅療養管理指導事業所をいう。以下この注から注

注１ 在宅の利用者であって通院又は通所が困難なものに対し

て、次に掲げるいずれの基準にも適合する指定居宅療養管

理指導事業所（指定居宅サービス基準第85条第１項第１号

に規定する指定居宅療養管理指導事業所をいう。以下この
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４までにおいて同じ。）の歯科衛生士、保健師又は看護職

員（以下「歯科衛生士等」という。）が、当該利用者に対

して訪問歯科診療を行った歯科医師の指示に基づき、当該

利用者を訪問し、実地指導を行った場合に、単一建物居住

者（当該利用者が居住する建物に居住する者のうち、当該

指定居宅療養管理指導事業所の歯科衛生士等が、同一月に

指定居宅療養管理指導を行っているものをいう。）の人数

に従い、１月に４回（がん末期の利用者については、１月

に６回）を限度として、所定単位数を算定する。 

注から注４までにおいて同じ。）の歯科衛生士、保健師又

は看護職員（以下「歯科衛生士等」という。）が、当該利

用者に対して訪問歯科診療を行った歯科医師の指示に基づ

き、当該利用者を訪問し、実地指導を行った場合に、単一

建物居住者（当該利用者が居住する建物に居住する者のう

ち、当該指定居宅療養管理指導事業所の歯科衛生士等が、

同一月に指定居宅療養管理指導を行っているものをいう。

）の人数に従い、１月に４回を限度として、所定単位数を

算定する。 

イ～ハ （略） 

２～４ （略） 

イ～ハ （略） 

２～４ （略） 

６ 通所介護費 ６ 通所介護費 
イ～ニ （略） イ～ニ （略） 

ホ 介護職員等処遇改善加算 

注１ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する介護職員等の

賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処理組

織を使用する方法により、都道府県知事に対し、老健局長

が定める様式による届出を行った指定通所介護事業所が、

利用者に対し、指定通所介護を行った場合は、当該基準に

掲げる区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算

する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している

場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 

 

⑴ 介護職員等処遇改善加算(Ⅰ) イからニまでにより算定

した単位数の1000分の92に相当する単位数 

⑵ 介護職員等処遇改善加算(Ⅱ) イからニまでにより算定

した単位数の1000分の90に相当する単位数 

⑶ 介護職員等処遇改善加算(Ⅲ) イからニまでにより算定

した単位数の1000分の80に相当する単位数 

⑷ 介護職員等処遇改善加算(Ⅳ) イからニまでにより算定

した単位数の1000分の64に相当する単位数 

ホ 介護職員処遇改善加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の

賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処理組織

を使用する方法により、都道府県知事に対し、老健局長が定

める様式による届出を行った指定通所介護事業所が、利用者

に対し、指定通所介護を行った場合は、当該基準に掲げる区

分に従い、令和６年５月31日までの間、次に掲げる単位数を

所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算

を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は

算定しない。 

⑴ 介護職員処遇改善加算(Ⅰ) イからニまでにより算定した

単位数の1000分の59に相当する単位数 

⑵ 介護職員処遇改善加算(Ⅱ) イからニまでにより算定した

単位数の1000分の43に相当する単位数 

⑶ 介護職員処遇改善加算(Ⅲ) イからニまでにより算定した

単位数の1000分の23に相当する単位数 
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２ 令和７年３月31日までの間、別に厚生労働大臣が定める

基準に適合している介護職員等の賃金の改善等を実施して

いるものとして、電子情報処理組織を使用する方法により

、都道府県知事に対し、老健局長が定める様式による届出

を行った指定通所介護事業所（注１の加算を算定している

ものを除く。）が、利用者に対し、指定通所介護を行った

場合は、当該基準に掲げる区分に従い、次に掲げる単位数

を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの

加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の

加算は算定しない。 

⑴ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑴ イからニまでにより算

定した単位数の1000分の81に相当する単位数 

⑵ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑵ イからニまでにより算

定した単位数の1000分の76に相当する単位数 

⑶ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑶ イからニまでにより算

定した単位数の1000分の79に相当する単位数 

⑷ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑷ イからニまでにより算

定した単位数の1000分の74に相当する単位数 

⑸ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑸ イからニまでにより算

定した単位数の1000分の65に相当する単位数 

⑹ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑹ イからニまでにより算

定した単位数の1000分の63に相当する単位数 

⑺ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑺ イからニまでにより算

定した単位数の1000分の56に相当する単位数 

⑻ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑻ イからニまでにより算

定した単位数の1000分の69に相当する単位数 

⑼ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑼ イからニまでにより算

定した単位数の1000分の54に相当する単位数 

⑽ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑽ イからニまでにより算

定した単位数の1000分の45に相当する単位数 

⑾ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑾ イからニまでにより算

（新設） 
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定した単位数の1000分の53に相当する単位数 

⑿ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑿ イからニまでにより算

定した単位数の1000分の43に相当する単位数 

⒀ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⒀ イからニまでにより算

定した単位数の1000分の44に相当する単位数 

⒁ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⒁ イからニまでにより算

定した単位数の1000分の33に相当する単位数 
 

※ 「別に厚生労働大臣が定める基準」＝厚生労働大臣が定め

る基準第二十四号において準用する第四号【参考22－２】 

 

（削る） ヘ 介護職員等特定処遇改善加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等

の賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処理組

織を使用する方法により、都道府県知事に対し、老健局長が

定める様式による届出を行った指定通所介護事業所が、利用

者に対し、指定通所介護を行った場合は、当該基準に掲げる

区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。た

だし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合におい

ては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 

⑴ 介護職員等特定処遇改善加算(Ⅰ) イからニまでにより算

定した単位数の1000分の12に相当する単位数 

⑵ 介護職員等特定処遇改善加算(Ⅱ) イからニまでにより算

定した単位数の1000分の10に相当する単位数 

（削る） ト 介護職員等ベースアップ等支援加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等

の賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処理組

織を使用する方法により、都道府県知事に対し、老健局長が

定める様式による届出を行った指定通所介護事業所が、利用

者に対し、指定通所介護を行った場合は、イからニまでによ

り算定した単位数の1000分の11に相当する単位数を所定単位

数に加算する。 
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７ 通所リハビリテーション費 

イ 通常規模型リハビリテーション費 

⑴ 所要時間１時間以上２時間未満の場合 

㈠ 要介護１                  369単位 

㈡ 要介護２                  398単位 

㈢ 要介護３                  429単位 

㈣ 要介護４                  458単位 

㈤ 要介護５                  491単位 

⑵ 所要時間２時間以上３時間未満の場合 

㈠ 要介護１                  383単位 

㈡ 要介護２                  439単位 

㈢ 要介護３                  498単位 

㈣ 要介護４                  555単位 

㈤ 要介護５                  612単位 

⑶ 所要時間３時間以上４時間未満の場合 

㈠ 要介護１                  486単位 

㈡ 要介護２                  565単位 

㈢ 要介護３                  643単位 

㈣ 要介護４                  743単位 

㈤ 要介護５                  842単位 

⑷ 所要時間４時間以上５時間未満の場合 

㈠ 要介護１                  553単位 

㈡ 要介護２                  642単位 

㈢ 要介護３                  730単位 

㈣ 要介護４                  844単位 

㈤ 要介護５                  957単位 

⑸ 所要時間５時間以上６時間未満の場合 

㈠ 要介護１                  622単位 

㈡ 要介護２                  738単位 

㈢ 要介護３                  852単位 

㈣ 要介護４                  987単位 

７ 通所リハビリテーション費 

イ 通常規模型リハビリテーション費 

⑴ 所要時間１時間以上２時間未満の場合 

㈠ 要介護１                  366単位 

㈡ 要介護２                  395単位 

㈢ 要介護３                  426単位 

㈣ 要介護４                  455単位 

㈤ 要介護５                  487単位 

⑵ 所要時間２時間以上３時間未満の場合 

㈠ 要介護１                  380単位 

㈡ 要介護２                  436単位 

㈢ 要介護３                  494単位 

㈣ 要介護４                  551単位 

㈤ 要介護５                  608単位 

⑶ 所要時間３時間以上４時間未満の場合 

㈠ 要介護１                  483単位 

㈡ 要介護２                  561単位 

㈢ 要介護３                  638単位 

㈣ 要介護４                  738単位 

㈤ 要介護５                  836単位 

⑷ 所要時間４時間以上５時間未満の場合 

㈠ 要介護１                  549単位 

㈡ 要介護２                  637単位 

㈢ 要介護３                  725単位 

㈣ 要介護４                  838単位 

㈤ 要介護５                  950単位 

⑸ 所要時間５時間以上６時間未満の場合 

㈠ 要介護１                  618単位 

㈡ 要介護２                  733単位 

㈢ 要介護３                  846単位 

㈣ 要介護４                  980単位 
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㈤ 要介護５                 1,120単位 

⑹ 所要時間６時間以上７時間未満の場合 

㈠ 要介護１                  715単位 

㈡ 要介護２                  850単位 

㈢ 要介護３                  981単位 

㈣ 要介護４                 1,137単位 

㈤ 要介護５                 1,290単位 

⑺ 所要時間７時間以上８時間未満の場合 

㈠ 要介護１                  762単位 

㈡ 要介護２                  903単位 

㈢ 要介護３                 1,046単位 

㈣ 要介護４                 1,215単位 

㈤ 要介護５                 1,379単位 

㈤ 要介護５                 1,112単位 

⑹ 所要時間６時間以上７時間未満の場合 

㈠ 要介護１                  710単位 

㈡ 要介護２                  844単位 

㈢ 要介護３                  974単位 

㈣ 要介護４                 1,129単位 

㈤ 要介護５                 1,281単位 

⑺ 所要時間７時間以上８時間未満の場合 

㈠ 要介護１                  757単位 

㈡ 要介護２                  897単位 

㈢ 要介護３                 1,039単位 

㈣ 要介護４                 1,206単位 

㈤ 要介護５                 1,369単位 

ロ 大規模型通所リハビリテーション費 

⑴ 所要時間１時間以上２時間未満の場合 

㈠ 要介護１                  357単位 

㈡ 要介護２                  388単位 

㈢ 要介護３                  415単位 

㈣ 要介護４                  445単位 

㈤ 要介護５                  475単位 

⑵ 所要時間２時間以上３時間未満の場合 

㈠ 要介護１                  372単位 

㈡ 要介護２                  427単位 

㈢ 要介護３                  482単位 

㈣ 要介護４                  536単位 

㈤ 要介護５                  591単位 

⑶ 所要時間３時間以上４時間未満の場合 

㈠ 要介護１                  470単位 

㈡ 要介護２                  547単位 

㈢ 要介護３                  623単位 

㈣ 要介護４                  719単位 

ロ 大規模型通所リハビリテーション費(Ⅰ) 

⑴ 所要時間１時間以上２時間未満の場合 

㈠ 要介護１                  361単位 

㈡ 要介護２                  392単位 

㈢ 要介護３                  421単位 

㈣ 要介護４                  450単位 

㈤ 要介護５                  481単位 

⑵ 所要時間２時間以上３時間未満の場合 

㈠ 要介護１                  375単位 

㈡ 要介護２                  431単位 

㈢ 要介護３                  488単位 

㈣ 要介護４                  544単位 

㈤ 要介護５                  601単位 

⑶ 所要時間３時間以上４時間未満の場合 

㈠ 要介護１                  477単位 

㈡ 要介護２                  554単位 

㈢ 要介護３                  630単位 

㈣ 要介護４                  727単位 
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㈤ 要介護５                  816単位 

⑷ 所要時間４時間以上５時間未満の場合 

㈠ 要介護１                  525単位 

㈡ 要介護２                  611単位 

㈢ 要介護３                  696単位 

㈣ 要介護４                  805単位 

㈤ 要介護５                  912単位 

⑸ 所要時間５時間以上６時間未満の場合 

㈠ 要介護１                  584単位 

㈡ 要介護２                  692単位 

㈢ 要介護３                  800単位 

㈣ 要介護４                  929単位 

㈤ 要介護５                 1,053単位 

⑹ 所要時間６時間以上７時間未満の場合 

㈠ 要介護１                  675単位 

㈡ 要介護２                  802単位 

㈢ 要介護３                  926単位 

㈣ 要介護４                 1,077単位 

㈤ 要介護５                 1,224単位 

⑺ 所要時間７時間以上８時間未満の場合 

㈠ 要介護１                  714単位 

㈡ 要介護２                  847単位 

㈢ 要介護３                  983単位 

㈣ 要介護４                 1,140単位 

㈤ 要介護５                 1,300単位 

㈤ 要介護５                  824単位 

⑷ 所要時間４時間以上５時間未満の場合 

㈠ 要介護１                  540単位 

㈡ 要介護２                  626単位 

㈢ 要介護３                  711単位 

㈣ 要介護４                  821単位 

㈤ 要介護５                  932単位 

⑸ 所要時間５時間以上６時間未満の場合 

㈠ 要介護１                  599単位 

㈡ 要介護２                  709単位 

㈢ 要介護３                  819単位 

㈣ 要介護４                  950単位 

㈤ 要介護５                 1,077単位 

⑹ 所要時間６時間以上７時間未満の場合 

㈠ 要介護１                  694単位 

㈡ 要介護２                  824単位 

㈢ 要介護３                  953単位 

㈣ 要介護４                 1,102単位 

㈤ 要介護５                 1,252単位 

⑺ 所要時間７時間以上８時間未満の場合 

㈠ 要介護１                  734単位 

㈡ 要介護２                  868単位 

㈢ 要介護３                 1,006単位 

㈣ 要介護４                 1,166単位 

㈤ 要介護５                 1,325単位 

（削る） ハ 大規模型通所リハビリテーション費(Ⅱ) 

⑴ 所要時間１時間以上２時間未満の場合 

㈠ 要介護１                  353単位 

㈡ 要介護２                  384単位 

㈢ 要介護３                  411単位 

㈣ 要介護４                  441単位 
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㈤ 要介護５                  469単位 

⑵ 所要時間２時間以上３時間未満の場合 

㈠ 要介護１                  368単位 

㈡ 要介護２                  423単位 

㈢ 要介護３                  477単位 

㈣ 要介護４                  531単位 

㈤ 要介護５                  586単位 

⑶ 所要時間３時間以上４時間未満の場合 

㈠ 要介護１                  465単位 

㈡ 要介護２                  542単位 

㈢ 要介護３                  616単位 

㈣ 要介護４                  710単位 

㈤ 要介護５                  806単位 

⑷ 所要時間４時間以上５時間未満の場合 

㈠ 要介護１                  520単位 

㈡ 要介護２                  606単位 

㈢ 要介護３                  689単位 

㈣ 要介護４                  796単位 

㈤ 要介護５                  902単位 

⑸ 所要時間５時間以上６時間未満の場合 

㈠ 要介護１                  579単位 

㈡ 要介護２                  687単位 

㈢ 要介護３                  793単位 

㈣ 要介護４                  919単位 

㈤ 要介護５                 1,043単位 

⑹ 所要時間６時間以上７時間未満の場合 

㈠ 要介護１                  670単位 

㈡ 要介護２                  797単位 

㈢ 要介護３                  919単位 

㈣ 要介護４                 1,066単位 

㈤ 要介護５                 1,211単位 
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⑺ 所要時間７時間以上８時間未満の場合 

㈠ 要介護１                  708単位 

㈡ 要介護２                  841単位 

㈢ 要介護３                  973単位 

㈣ 要介護４                 1,129単位 

㈤ 要介護５                 1,282単位 

注１ （略） 注１ （略） 

２ 別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、高

齢者虐待防止措置未実施減算として、所定単位数の100分

の１に相当する単位数を所定単位数から減算する。 

（新設） 

 

※ 「別に厚生労働大臣が定める基準」＝厚生労働大臣が定め

る基準第二十四号の二【参考22－２】 

 

３ 別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、業

務継続計画未策定減算として、所定単位数の100分の１に

相当する単位数を所定単位数から減算する。 

（新設） 

 

※ 「別に厚生労働大臣が定める基準」＝厚生労働大臣が定め

る基準第二十四号の三【参考22－２】 
 

４ イ及びロについて、感染症又は災害（厚生労働大臣が認

めるものに限る。）の発生を理由とする利用者数の減少が

生じ、当該月の利用者数の実績が当該月の前年度における

月平均の利用者数よりも100分の５以上減少している場合

に、電子情報処理組織を使用する方法により、都道府県知

事に対し、老健局長が定める様式による届出を行った指定

通所リハビリテーション事業所において、指定通所リハビ

リテーションを行った場合には、利用者数が減少した月の

翌々月から３月以内に限り、１回につき所定単位数の100

分の３に相当する単位数を所定単位数に加算する。ただし

、利用者数の減少に対応するための経営改善に時間を要す

ることその他の特別の事情があると認められる場合は、当

２ イからハまでについて、感染症又は災害（厚生労働大臣

が認めるものに限る。）の発生を理由とする利用者数の減

少が生じ、当該月の利用者数の実績が当該月の前年度にお

ける月平均の利用者数よりも100分の５以上減少している

場合に、電子情報処理組織を使用する方法により、都道府

県知事に対し、老健局長が定める様式による届出を行った

指定通所リハビリテーション事業所において、指定通所リ

ハビリテーションを行った場合には、利用者数が減少した

月の翌々月から３月以内に限り、１回につき所定単位数の

100分の３に相当する単位数を所定単位数に加算する。た

だし、利用者数の減少に対応するための経営改善に時間を

要することその他の特別の事情があると認められる場合は
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該加算の期間が終了した月の翌月から３月以内に限り、引

き続き加算することができる。 

５ イ⑴及びロ⑴について、指定居宅サービス基準第111条

に規定する配置基準を超えて、理学療法士、作業療法士又

は言語聴覚士を専従かつ常勤で２名以上配置している事業

所については、１日につき30単位を所定単位数に加算する

。 

、当該加算の期間が終了した月の翌月から３月以内に限り

、引き続き加算することができる。 

３ イ⑴、ロ⑴及びハ⑴について、指定居宅サービス基準第

111条に規定する配置基準を超えて、理学療法士、作業療

法士又は言語聴覚士を専従かつ常勤で２名以上配置してい

る事業所については、１日につき30単位を所定単位数に加

算する。 

６～９ （略） ４～７ （略） 

10 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし

て、電子情報処理組織を使用する方法により、都道府県知

事に対し、老健局長が定める様式による届出を行った指定

通所リハビリテーション事業所の医師、理学療法士、作業

療法士、言語聴覚士その他の職種の者が共同し、継続的に

リハビリテーションの質を管理した場合は、リハビリテー

ションマネジメント加算として、次に掲げる区分に応じ、

１月につき次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。さ

らに、通所リハビリテーション計画について、指定通所リ

ハビリテーション事業所の医師が利用者又はその家族に対

して説明し、利用者の同意を得た場合、１月につき270単

位を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定

している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定

せず、注15又は注18⑴若しくは⑵㈡を算定している場合は

、リハビリテーションマネジメント加算(ハ)は算定しない。 

８ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし

て、電子情報処理組織を使用する方法により、都道府県知

事に対し、老健局長が定める様式による届出を行った指定

通所リハビリテーション事業所の医師、理学療法士、作業

療法士、言語聴覚士その他の職種の者が共同し、継続的に

リハビリテーションの質を管理した場合は、リハビリテー

ションマネジメント加算として、次に掲げる区分に応じ、

１月につき次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。た

だし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合にお

いては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 

イ リハビリテーションマネジメント加算(イ) 

⑴・⑵ （略） 

ロ リハビリテーションマネジメント加算(ロ) 

⑴・⑵ （略） 

ハ リハビリテーションマネジメント加算(ハ) 

⑴ 通所リハビリテーション計画を利用者又はその家族

に説明し、利用者の同意を得た日の属する月から起算

して６月以内の期間のリハビリテーションの質を管理

イ リハビリテーションマネジメント加算(Ａ)イ 

⑴・⑵ （略） 

ロ リハビリテーションマネジメント加算(Ａ)ロ 

⑴・⑵ （略） 

ハ リハビリテーションマネジメント加算(Ｂ)イ 

⑴ 通所リハビリテーション計画を利用者又はその家族

に説明し、利用者の同意を得た日の属する月から起算

して６月以内の期間のリハビリテーションの質を管理
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した場合                 793単位 

⑵ 当該日の属する月から起算して６月を超えた期間の

リハビリテーションの質を管理した場合   473単位 

（削る） 

 

した場合                 830単位 

⑵ 当該日の属する月から起算して６月を超えた期間の

リハビリテーションの質を管理した場合   510単位 

ニ リハビリテーションマネジメント加算(Ｂ)ロ 

⑴ 通所リハビリテーション計画を利用者又はその家族

に説明し、利用者の同意を得た日の属する月から起算

して６月以内の期間のリハビリテーションの質を管理

した場合                 863単位 

⑵ 当該日の属する月から起算して６月を超えた期間の

リハビリテーションの質を管理した場合   543単位 
 

※ 「別に厚生労働大臣が定める基準」＝厚生労働大臣が定め

る基準第二十五号【参考22－２】 
 

11 医師又は医師の指示を受けた理学療法士、作業療法士若

しくは言語聴覚士が、利用者に対して、その退院（所）日

又は認定日から起算して３月以内の期間に、個別リハビリ

テーションを集中的に行った場合、短期集中個別リハビリ

テーション実施加算として、１日につき110単位を所定単

位数に加算する。ただし、注12又は注13を算定している場

合は、算定しない。 

９ 医師又は医師の指示を受けた理学療法士、作業療法士又

は言語聴覚士が、利用者に対して、その退院（所）日又は

認定日から起算して３月以内の期間に、個別リハビリテー

ションを集中的に行った場合、短期集中個別リハビリテー

ション実施加算として、１日につき110単位を所定単位数

に加算する。ただし、注10又は注11を算定している場合は

、算定しない。 

12 別に厚生労働大臣が定める基準に適合し、かつ、別に厚

生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして、

電子情報処理組織を使用する方法により、都道府県知事に

対し、老健局長が定める様式による届出を行った指定通所

リハビリテーション事業所において、認知症であると医師

が判断した者であって、リハビリテーションによって生活

機能の改善が見込まれると判断されたものに対して、医師

又は医師の指示を受けた理学療法士、作業療法士若しくは

言語聴覚士が、イについてはその退院（所）日又は通所開

始日から起算して３月以内の期間に、ロについてはその退

院（所）日又は通所開始日の属する月から起算して３月以

10 別に厚生労働大臣が定める基準に適合し、かつ、別に厚

生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして、

電子情報処理組織を使用する方法により、都道府県知事に

対し、老健局長が定める様式による届出を行った指定通所

リハビリテーション事業所において、認知症であると医師

が判断した者であって、リハビリテーションによって生活

機能の改善が見込まれると判断されたものに対して、医師

又は医師の指示を受けた理学療法士、作業療法士又は言語

聴覚士が、イについてはその退院（所）日又は通所開始日

から起算して３月以内の期間に、ロについてはその退院（

所）日又は通所開始日の属する月から起算して３月以内の
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内の期間にリハビリテーションを集中的に行った場合は、

認知症短期集中リハビリテーション実施加算として、次に

掲げる区分に応じ、イについては１日につき、ロについて

は１月につき、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する

。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合

においては、次に掲げるその他の加算は算定せず、短期集

中個別リハビリテーション実施加算又は注13を算定してい

る場合においては、算定しない。 

イ・ロ （略） 

期間にリハビリテーションを集中的に行った場合は、認知

症短期集中リハビリテーション実施加算として、次に掲げ

る区分に応じ、イについては１日につき、ロについては１

月につき、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。た

だし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合にお

いては、次に掲げるその他の加算は算定せず、短期集中個

別リハビリテーション実施加算又は注11を算定している場

合においては、算定しない。 

イ・ロ （略） 

13・14 （略） 11・12 （略） 

15 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして、

電子情報処理組織を使用する方法により、都道府県知事に

対し、老健局長が定める様式による届出を行った指定通所

リハビリテーション事業所において、利用者に対して、管

理栄養士が介護職員等と共同して栄養アセスメント（利用

者ごとの低栄養状態のリスク及び解決すべき課題を把握す

ることをいう。以下この注において同じ。）を行った場合

は、栄養アセスメント加算として、１月につき50単位を所

定単位数に加算する。ただし、当該利用者が栄養改善加算

の算定に係る栄養改善サービスを受けている間及び当該栄

養改善サービスが終了した日の属する月並びにリハビリテ

ーションマネジメント加算(ハ)を算定している場合は、算定

しない。 

13 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして、

電子情報処理組織を使用する方法により、都道府県知事に

対し、老健局長が定める様式による届出を行った指定通所

リハビリテーション事業所において、利用者に対して、管

理栄養士が介護職員等と共同して栄養アセスメント（利用

者ごとの低栄養状態のリスク及び解決すべき課題を把握す

ることをいう。以下この注において同じ。）を行った場合

は、栄養アセスメント加算として、１月につき50単位を所

定単位数に加算する。ただし、当該利用者が栄養改善加算

の算定に係る栄養改善サービスを受けている間及び当該栄

養改善サービスが終了した日の属する月は、算定しない。 

⑴～⑷ （略） ⑴～⑷ （略） 

16・17 （略） 14・15 （略） 

18 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし

て、電子情報処理組織を使用する方法により、都道府県知

事に対し、老健局長が定める様式による届出を行い、かつ

、口腔
く う

機能が低下している利用者又はそのおそれのある利

用者に対して、当該利用者の口腔
く う

機能の向上を目的として

、個別的に実施される口腔
く う

清掃の指導若しくは実施又は摂

16 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし

て、電子情報処理組織を使用する方法により、都道府県知

事に対し、老健局長が定める様式による届出を行い、かつ

、口腔
く う

機能が低下している利用者又はそのおそれのある利

用者に対して、当該利用者の口腔
く う

機能の向上を目的として

、個別的に実施される口腔
く う

清掃の指導若しくは実施又は摂

115



 
 
別紙１－２ 

 
 

食・嚥
え ん

下機能に関する訓練の指導若しくは実施であって、

利用者の心身の状態の維持又は向上に資すると認められる

もの（以下この注において「口腔
く う

機能向上サービス」とい

う。）を行った場合は、口腔
く う

機能向上加算として、当該基

準に掲げる区分に従い、３月以内の期間に限り１月に２回

を限度として１回につき次に掲げる単位数を所定単位数に

加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定して

いる場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しな

い。また、口腔
く う

機能向上サービスの開始から３月ごとの利

用者の口腔
く う

機能の評価の結果、口腔
く う

機能が向上せず、口腔
く う

機能向上サービスを引き続き行うことが必要と認められる

利用者については、引き続き算定することができる。 

⑴ （略） 

⑵ 口腔
く う

機能向上加算(Ⅱ) 

㈠ 口腔
く う

機能向上加算(Ⅱ)イ          155単位 

㈡ 口腔
く う

機能向上加算(Ⅱ)ロ          160単位 

食・嚥
え ん

下機能に関する訓練の指導若しくは実施であって、

利用者の心身の状態の維持又は向上に資すると認められる

もの（以下この注において「口腔
く う

機能向上サービス」とい

う。）を行った場合は、口腔
く う

機能向上加算として、当該基

準に掲げる区分に従い、３月以内の期間に限り１月に２回

を限度として１回につき次に掲げる単位数を所定単位数に

加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定して

いる場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しな

い。また、口腔
く う

機能向上サービスの開始から３月ごとの利

用者の口腔
く う

機能の評価の結果、口腔
く う

機能が向上せず、口腔
く う

機能向上サービスを引き続き行うことが必要と認められる

利用者については、引き続き算定することができる。 

⑴ （略） 

⑵ 口腔
く う

機能向上加算(Ⅱ)            160単位 

（新設） 

（新設） 
 

※ 「別に厚生労働大臣が定める基準」＝厚生労働大臣が定め

る基準第三十号【参考22－２】 
 

19 （略） 17 （略） 

20 別に厚生労働大臣が定める状態にある利用者（要介護状

態区分が要介護３、要介護４又は要介護５である者に限る

。）に対して、計画的な医学的管理のもと、指定通所リハ

ビリテーションを行った場合に、重度療養管理加算として

、１日につき100単位を所定単位数に加算する。ただし、

イ⑴及びロ⑴を算定している場合は、算定しない。 

18 別に厚生労働大臣が定める状態にある利用者（要介護状

態区分が要介護３、要介護４又は要介護５である者に限る

。）に対して、計画的な医学的管理のもと、指定通所リハ

ビリテーションを行った場合に、重度療養管理加算として

、１日につき100単位を所定単位数に加算する。ただし、

イ⑴、ロ⑴及びハ⑴を算定している場合は、算定しない。 

21～24 （略） 19～22 （略） 

ハ 退院時共同指導加算               600単位 

注 病院又は診療所に入院中の者が退院するに当たり、指定通

所リハビリテーション事業所の医師又は理学療法士、作業療

法士若しくは言語聴覚士が、退院前カンファレンスに参加し

（新設） 
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、退院時共同指導（病院又は診療所の主治の医師、理学療法

士、作業療法士、言語聴覚士その他の従業者との間で当該者

の状況等に関する情報を相互に共有した上で、当該者又はそ

の家族に対して、在宅でのリハビリテーションに必要な指導

を共同して行い、その内容を在宅での通所リハビリテーショ

ン計画に反映させることをいう。）を行った後に、当該者に

対する初回の指定通所リハビリテーションを行った場合に、

当該退院につき１回に限り、所定単位数を加算する。 

ニ・ホ （略） ニ・ホ （略） 

ヘ 介護職員等処遇改善加算 

注１ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する介護職員等の

賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処理組

織を使用する方法により、都道府県知事に対し、老健局長

が定める様式による届出を行った指定通所リハビリテーシ

ョン事業所が、利用者に対し、指定通所リハビリテーショ

ンを行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、次に掲

げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げる

いずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げ

るその他の加算は算定しない。 

⑴ 介護職員等処遇改善加算(Ⅰ) イからホまでにより算定

した単位数の1000分の86に相当する単位数 

⑵ 介護職員等処遇改善加算(Ⅱ) イからホまでにより算定

した単位数の1000分の83に相当する単位数 

⑶ 介護職員等処遇改善加算(Ⅲ) イからホまでにより算定

した単位数の1000分の66に相当する単位数 

⑷ 介護職員等処遇改善加算(Ⅳ) イからホまでにより算定

した単位数の1000分の53に相当する単位数 

ヘ 介護職員処遇改善加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の

賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処理組織

を使用する方法により、都道府県知事に対し、老健局長が定

める様式による届出を行った指定通所リハビリテーション事

業所が、利用者に対し、指定通所リハビリテーションを行っ

た場合は、当該基準に掲げる区分に従い、令和６年５月31日

までの間、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただ

し、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合において

は、次に掲げるその他の加算は算定しない。 

⑴ 介護職員処遇改善加算(Ⅰ) イからホまでにより算定した

単位数の1000分の47に相当する単位数 

⑵ 介護職員処遇改善加算(Ⅱ) イからホまでにより算定した

単位数の1000分の34に相当する単位数 

⑶ 介護職員処遇改善加算(Ⅲ) イからホまでにより算定した

単位数の1000分の19に相当する単位数 

２ 令和７年３月31日までの間、別に厚生労働大臣が定める

基準に適合している介護職員等の賃金の改善等を実施して

いるものとして、電子情報処理組織を使用する方法により

、都道府県知事に対し、老健局長が定める様式による届出

（新設） 
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を行った指定通所リハビリテーション事業所（注１の加算

を算定しているものを除く。）が、利用者に対し、指定通

所リハビリテーションを行った場合は、当該基準に掲げる

区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。

ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合に

おいては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 

⑴ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑴ イからホまでにより算

定した単位数の1000分の76に相当する単位数 

⑵ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑵ イからホまでにより算

定した単位数の1000分の73に相当する単位数 

⑶ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑶ イからホまでにより算

定した単位数の1000分の73に相当する単位数 

⑷ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑷ イからホまでにより算

定した単位数の1000分の70に相当する単位数 

⑸ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑸ イからホまでにより算

定した単位数の1000分の63に相当する単位数 

⑹ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑹ イからホまでにより算

定した単位数の1000分の60に相当する単位数 

⑺ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑺ イからホまでにより算

定した単位数の1000分の58に相当する単位数 

⑻ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑻ イからホまでにより算

定した単位数の1000分の56に相当する単位数 

⑼ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑼ イからホまでにより算

定した単位数の1000分の55に相当する単位数 

⑽ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑽ イからホまでにより算

定した単位数の1000分の48に相当する単位数 

⑾ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑾ イからホまでにより算

定した単位数の1000分の43に相当する単位数 

⑿ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑿ イからホまでにより算

定した単位数の1000分の45に相当する単位数 

⒀ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⒀ イからホまでにより算
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定した単位数の1000分の38に相当する単位数 

⒁ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⒁ イからホまでにより算

定した単位数の1000分の28に相当する単位数 
 

※ 「別に厚生労働大臣が定める基準」＝厚生労働大臣が定め

る基準第三十四号において準用する第四号【参考22－２】 

 

（削る） ト 介護職員等特定処遇改善加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等

の賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処理組

織を使用する方法により、都道府県知事に対し、老健局長が

定める様式による届出を行った指定通所リハビリテーション

事業所が、利用者に対し、指定通所リハビリテーションを行

った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、次に掲げる単位

数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの

加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加

算は算定しない。 

⑴ 介護職員等特定処遇改善加算(Ⅰ) イからホまでにより算

定した単位数の1000分の20に相当する単位数 

⑵ 介護職員等特定処遇改善加算(Ⅱ) イからホまでにより算

定した単位数の1000分の17に相当する単位数 

（削る） チ 介護職員等ベースアップ等支援加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等

の賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処理組

織を使用する方法により、都道府県知事に対し、老健局長が

定める様式による届出を行った指定通所リハビリテーション

事業所が、利用者に対し、指定通所リハビリテーションを行

った場合は、イからホまでにより算定した単位数の1000分の

10に相当する単位数を所定単位数に加算する。 

８ 短期入所生活介護費（１日につき） ８ 短期入所生活介護費（１日につき） 
イ～チ （略） イ～チ （略） 

リ 介護職員等処遇改善加算 リ 介護職員処遇改善加算 
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注１ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する介護職員等の

賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処理組

織を使用する方法により、都道府県知事に対し、老健局長

が定める様式による届出を行った指定短期入所生活介護事

業所が、利用者に対し、指定短期入所生活介護を行った場

合は、当該基準に掲げる区分に従い、次に掲げる単位数を

所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加

算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加

算は算定しない。 

⑴ 介護職員等処遇改善加算(Ⅰ) イからチまでにより算定

した単位数の1000分の140に相当する単位数 

⑵ 介護職員等処遇改善加算(Ⅱ) イからチまでにより算定

した単位数の1000分の136に相当する単位数 

⑶ 介護職員等処遇改善加算(Ⅲ) イからチまでにより算定

した単位数の1000分の113に相当する単位数 

⑷ 介護職員等処遇改善加算(Ⅳ) イからチまでにより算定

した単位数の1000分の90に相当する単位数 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の

賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処理組織

を使用する方法により、都道府県知事に対し、老健局長が定

める様式による届出を行った指定短期入所生活介護事業所が

、利用者に対し、指定短期入所生活介護を行った場合は、当

該基準に掲げる区分に従い、令和６年５月31日までの間、次

に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げ

るいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げ

るその他の加算は算定しない。 

⑴ 介護職員処遇改善加算(Ⅰ) イからチまでにより算定した

単位数の1000分の83に相当する単位数 

⑵ 介護職員処遇改善加算(Ⅱ) イからチまでにより算定した

単位数の1000分の60に相当する単位数 

⑶ 介護職員処遇改善加算(Ⅲ) イからチまでにより算定した

単位数の1000分の33に相当する単位数 

２ 令和７年３月31日までの間、別に厚生労働大臣が定める

基準に適合している介護職員等の賃金の改善等を実施して

いるものとして、電子情報処理組織を使用する方法により

、市町村長に対し、老健局長が定める様式による届出を行

った指定短期入所生活介護事業所（注１の加算を算定して

いるものを除く。）が、利用者に対し、指定短期入所生活

介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、次に

掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げ

るいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲

げるその他の加算は算定しない。 

⑴ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑴ イからチまでにより算

定した単位数の1000分の124に相当する単位数 

⑵ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑵ イからチまでにより算

定した単位数の1000分の117に相当する単位数 

（新設） 
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⑶ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑶ イからチまでにより算

定した単位数の1000分の120に相当する単位数 

⑷ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑷ イからチまでにより算

定した単位数の1000分の113に相当する単位数 

⑸ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑸ イからチまでにより算

定した単位数の1000分の101に相当する単位数 

⑹ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑹ イからチまでにより算

定した単位数の1000分の97に相当する単位数 

⑺ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑺ イからチまでにより算

定した単位数の1000分の90に相当する単位数 

⑻ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑻ イからチまでにより算

定した単位数の1000分の97に相当する単位数 

⑼ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑼ イからチまでにより算

定した単位数の1000分の86に相当する単位数 

⑽ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑽ イからチまでにより算

定した単位数の1000分の74に相当する単位数 

⑾ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑾ イからチまでにより算

定した単位数の1000分の74に相当する単位数 

⑿ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑿ イからチまでにより算

定した単位数の1000分の70に相当する単位数 

⒀ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⒀ イからチまでにより算

定した単位数の1000分の63に相当する単位数 

⒁ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⒁ イからチまでにより算

定した単位数の1000分の47に相当する単位数 
 

※ 「別に厚生労働大臣が定める基準」＝厚生労働大臣が定め

る基準第三十九号【参考22－２】 

 

（削る） ヌ 介護職員等特定処遇改善加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等

の賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処理組

織を使用する方法により、都道府県知事に対し、老健局長が
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定める様式による届出を行った指定短期入所生活介護事業所

が、利用者に対し、指定短期入所生活介護を行った場合は、

当該基準に掲げる区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位

数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定し

ている場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しな

い。 

⑴ 介護職員等特定処遇改善加算(Ⅰ) イからチまでにより算

定した単位数の1000分の27に相当する単位数 

⑵ 介護職員等特定処遇改善加算(Ⅱ) イからチまでにより算

定した単位数の1000分の23に相当する単位数 

（削る） ル 介護職員等ベースアップ等支援加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等

の賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処理組

織を使用する方法により、都道府県知事に対し、老健局長が

定める様式による届出を行った指定短期入所生活介護事業所

が、利用者に対し、指定短期入所生活介護を行った場合は、

イからチまでにより算定した単位数の1000分の16に相当する

単位数を所定単位数に加算する。 

９ 短期入所療養介護費 ９ 短期入所療養介護費 

イ 介護老人保健施設における短期入所療養介護費 

⑴～⑽ （略） 

イ 介護老人保健施設における短期入所療養介護費 

⑴～⑽ （略） 

⑾ 介護職員等処遇改善加算 

注１ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する介護職員等

の賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処

理組織を使用する方法により、都道府県知事に対し、老

健局長が定める様式による届出を行った指定短期入所療

養介護事業所が、利用者に対し、指定短期入所療養介護

を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、次に掲

げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げ

るいずれかの加算を算定している場合においては、次に

掲げるその他の加算は算定しない。 

⑾ 介護職員処遇改善加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員

の賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処理

組織を使用する方法により、都道府県知事に対し、老健局

長が定める様式による届出を行った指定短期入所療養介護

事業所が、利用者に対し、指定短期入所療養介護を行った

場合は、当該基準に掲げる区分に従い、令和６年５月31日

までの間、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。た

だし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合にお

いては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 
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㈠ 介護職員等処遇改善加算(Ⅰ) ⑴から⑽までにより算

定した単位数の1000分の75に相当する単位数 

㈡ 介護職員等処遇改善加算(Ⅱ) ⑴から⑽までにより算

定した単位数の1000分の71に相当する単位数 

㈢ 介護職員等処遇改善加算(Ⅲ) ⑴から⑽までにより算

定した単位数の1000分の54に相当する単位数 

㈣ 介護職員等処遇改善加算(Ⅳ) ⑴から⑽までにより算

定した単位数の1000分の44に相当する単位数 

㈠ 介護職員処遇改善加算(Ⅰ) ⑴から⑽までにより算定し

た単位数の1000分の39に相当する単位数 

㈡ 介護職員処遇改善加算(Ⅱ) ⑴から⑽までにより算定し

た単位数の1000分の29に相当する単位数 

㈢ 介護職員処遇改善加算(Ⅲ) ⑴から⑽までにより算定し

た単位数の1000分の16に相当する単位数 

２ 令和７年３月31日までの間、別に厚生労働大臣が定め

る基準に適合している介護職員等の賃金の改善等を実施

しているものとして、電子情報処理組織を使用する方法

により、都道府県知事に対し、老健局長が定める様式に

よる届出を行った指定短期入所療養介護事業所（注１の

加算を算定しているものを除く。）が、利用者に対し、

指定短期入所療養介護を行った場合は、当該基準に掲げ

る区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算す

る。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している

場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない

。 

㈠ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑴ ⑴から⑽までにより

算定した単位数の1000分の67に相当する単位数 

㈡ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑵ ⑴から⑽までにより

算定した単位数の1000分の65に相当する単位数 

㈢ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑶ ⑴から⑽までにより

算定した単位数の1000分の63に相当する単位数 

㈣ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑷ ⑴から⑽までにより

算定した単位数の1000分の61に相当する単位数 

㈤ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑸ ⑴から⑽までにより

算定した単位数の1000分の57に相当する単位数 

㈥ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑹ ⑴から⑽までにより

算定した単位数の1000分の53に相当する単位数 

（新設） 
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㈦ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑺ ⑴から⑽までにより

算定した単位数の1000分の52に相当する単位数 

㈧ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑻ ⑴から⑽までにより

算定した単位数の1000分の46に相当する単位数 

㈨ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑼ ⑴から⑽までにより

算定した単位数の1000分の48に相当する単位数 

㈩ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑽ ⑴から⑽までにより

算定した単位数の1000分の44に相当する単位数 

(十一) 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑾ ⑴から⑽までにより

算定した単位数の1000分の36に相当する単位数 

(十二) 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑿ ⑴から⑽までにより

算定した単位数の1000分の40に相当する単位数 

(十三) 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⒀ ⑴から⑽までにより

算定した単位数の1000分の31に相当する単位数 

(十四) 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⒁ ⑴から⑽までにより

算定した単位数の1000分の23に相当する単位数 
 

※ 「別に厚生労働大臣が定める基準」＝厚生労働大臣が定め

る基準第四十一号において準用する第三十九号【参考22－２

】 

 

  （削る） ⑿ 介護職員等特定処遇改善加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員

等の賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処

理組織を使用する方法により、都道府県知事に対し、老健

局長が定める様式による届出を行った指定短期入所療養介

護事業所が、利用者に対し、指定短期入所療養介護を行っ

た場合は、当該基準に掲げる区分に従い、次に掲げる単位

数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれか

の加算を算定している場合においては、次に掲げるその他

の加算は算定しない。 

㈠ 介護職員等特定処遇改善加算(Ⅰ) ⑴から⑽までにより
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算定した単位数の1000分の21に相当する単位数 

㈡ 介護職員等特定処遇改善加算(Ⅱ) ⑴から⑽までにより

算定した単位数の1000分の17に相当する単位数 

（削る） ⒀ 介護職員等ベースアップ等支援加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員

等の賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処

理組織を使用する方法により、都道府県知事に対し、老健

局長が定める様式による届出を行った指定短期入所療養介

護事業所が、利用者に対し、指定短期入所療養介護を行っ

た場合は、⑴から⑽までにより算定した単位数の1000分の

８に相当する単位数を所定単位数に加算する。 

ロ 療養病床を有する病院における短期入所療養介護費 

⑴～⑾ （略） 

ロ 療養病床を有する病院における短期入所療養介護費 

⑴～⑾ （略） 

⑿ 介護職員等処遇改善加算 

注１ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する介護職員等

の賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処

理組織を使用する方法により、都道府県知事に対し、老

健局長が定める様式による届出を行った指定短期入所療

養介護事業所が、利用者に対し、指定短期入所療養介護

を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、次に掲

げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げ

るいずれかの加算を算定している場合においては、次に

掲げるその他の加算は算定しない。 

㈠ 介護職員等処遇改善加算(Ⅰ) ⑴から⑾までにより算

定した単位数の1000分の51に相当する単位数 

㈡ 介護職員等処遇改善加算(Ⅱ) ⑴から⑾までにより算

定した単位数の1000分の47に相当する単位数 

㈢ 介護職員等処遇改善加算(Ⅲ) ⑴から⑾までにより算

定した単位数の1000分の36に相当する単位数 

㈣ 介護職員等処遇改善加算(Ⅳ) ⑴から⑾までにより算

定した単位数の1000分の29に相当する単位数 

⑿ 介護職員処遇改善加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員

の賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処理

組織を使用する方法により、都道府県知事に対し、老健局

長が定める様式による届出を行った指定短期入所療養介護

事業所が、利用者に対し、指定短期入所療養介護を行った

場合は、当該基準に掲げる区分に従い、令和６年５月31日

までの間、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。た

だし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合にお

いては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 

㈠ 介護職員処遇改善加算(Ⅰ) ⑴から⑾までにより算定し

た単位数の1000分の26に相当する単位数 

㈡ 介護職員処遇改善加算(Ⅱ) ⑴から⑾までにより算定し

た単位数の1000分の19に相当する単位数 

㈢ 介護職員処遇改善加算(Ⅲ) ⑴から⑾までにより算定し

た単位数の1000分の10に相当する単位数 
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２ 令和７年３月31日までの間、別に厚生労働大臣が定め

る基準に適合している介護職員等の賃金の改善等を実施

しているものとして、電子情報処理組織を使用する方法

により、都道府県知事に対し、老健局長が定める様式に

よる届出を行った指定短期入所療養介護事業所（注１の

加算を算定しているものを除く。）が、利用者に対し、

指定短期入所療養介護を行った場合は、当該基準に掲げ

る区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算す

る。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している

場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない

。 

㈠ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑴ ⑴から⑾までにより

算定した単位数の1000分の46に相当する単位数 

㈡ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑵ ⑴から⑾までにより

算定した単位数の1000分の44に相当する単位数 

㈢ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑶ ⑴から⑾までにより

算定した単位数の1000分の42に相当する単位数 

㈣ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑷ ⑴から⑾までにより

算定した単位数の1000分の40に相当する単位数 

㈤ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑸ ⑴から⑾までにより

算定した単位数の1000分の39に相当する単位数 

㈥ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑹ ⑴から⑾までにより

算定した単位数の1000分の35に相当する単位数 

㈦ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑺ ⑴から⑾までにより

算定した単位数の1000分の35に相当する単位数 

㈧ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑻ ⑴から⑾までにより

算定した単位数の1000分の31に相当する単位数 

㈨ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑼ ⑴から⑾までにより

算定した単位数の1000分の31に相当する単位数 

㈩ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑽ ⑴から⑾までにより

算定した単位数の1000分の30に相当する単位数 

（新設） 
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(十一) 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑾ ⑴から⑾までにより

算定した単位数の1000分の24に相当する単位数 

(十二) 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑿ ⑴から⑾までにより

算定した単位数の1000分の26に相当する単位数 

(十三) 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⒀ ⑴から⑾までにより

算定した単位数の1000分の20に相当する単位数 

(十四) 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⒁ ⑴から⑾までにより

算定した単位数の1000分の15に相当する単位数 
 

※ 「別に厚生労働大臣が定める基準」＝厚生労働大臣が定め

る基準第四十一号において準用する第三十九号【参考22－２

】 

 

（削る） ⒀ 介護職員等特定処遇改善加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員

等の賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処

理組織を使用する方法により、都道府県知事に対し、老健

局長が定める様式による届出を行った指定短期入所療養介

護事業所が、利用者に対し、指定短期入所療養介護を行っ

た場合は、当該基準に掲げる区分に従い、次に掲げる単位

数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれか

の加算を算定している場合においては、次に掲げるその他

の加算は算定しない。 

㈠ 介護職員等特定処遇改善加算(Ⅰ) ⑴から⑾までにより

算定した単位数の1000分の15に相当する単位数 

㈡ 介護職員等特定処遇改善加算(Ⅱ) ⑴から⑾までにより

算定した単位数の1000分の11に相当する単位数 

（削る） ⒁ 介護職員等ベースアップ等支援加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員

等の賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処

理組織を使用する方法により、都道府県知事に対し、老健

局長が定める様式による届出を行った指定短期入所療養介
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護事業所が、利用者に対し、指定短期入所療養介護を行っ

た場合は、⑴から⑾までにより算定した単位数の1000分の

５に相当する単位数を所定単位数に加算する。 

ハ 診療所における短期入所療養介護費 

⑴～⑼ （略） 

ハ 診療所における短期入所療養介護費 

⑴～⑼ （略） 

⑽ 介護職員等処遇改善加算 

注１ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する介護職員等

の賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処

理組織を使用する方法により、都道府県知事に対し、老

健局長が定める様式による届出を行った指定短期入所療

養介護事業所が、利用者に対し、指定短期入所療養介護

を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、次に掲

げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げ

るいずれかの加算を算定している場合においては、次に

掲げるその他の加算は算定しない。 

㈠ 介護職員等処遇改善加算(Ⅰ) ⑴から⑼までにより算

定した単位数の1000分の51に相当する単位数 

㈡ 介護職員等処遇改善加算(Ⅱ) ⑴から⑼までにより算

定した単位数の1000分の47に相当する単位数 

㈢ 介護職員等処遇改善加算(Ⅲ) ⑴から⑼までにより算

定した単位数の1000分の36に相当する単位数 

㈣ 介護職員等処遇改善加算(Ⅳ) ⑴から⑼までにより算

定した単位数の1000分の29に相当する単位数 

⑽ 介護職員処遇改善加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員

の賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処理

組織を使用する方法により、都道府県知事に対し、老健局

長が定める様式による届出を行った指定短期入所療養介護

事業所が、利用者に対し、指定短期入所療養介護を行った

場合は、当該基準に掲げる区分に従い、令和６年５月31日

までの間、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。た

だし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合にお

いては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 

㈠ 介護職員処遇改善加算(Ⅰ) ⑴から⑼までにより算定

した単位数の1000分の26に相当する単位数 

㈡ 介護職員処遇改善加算(Ⅱ) ⑴から⑼までにより算定

した単位数の1000分の19に相当する単位数 

㈢ 介護職員処遇改善加算(Ⅲ) ⑴から⑼までにより算定

した単位数の1000分の10に相当する単位数 

２ 令和７年３月31日までの間、別に厚生労働大臣が定め

る基準に適合している介護職員等の賃金の改善等を実施

しているものとして、電子情報処理組織を使用する方法

により、都道府県知事に対し、老健局長が定める様式に

よる届出を行った指定短期入所療養介護事業所（注１の

加算を算定しているものを除く。）が、利用者に対し、

指定短期入所療養介護を行った場合は、当該基準に掲げ

る区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算す

（新設） 
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る。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している

場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない

。 

㈠ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑴ ⑴から⑼までにより

算定した単位数の1000分の46に相当する単位数 

㈡ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑵ ⑴から⑼までにより

算定した単位数の1000分の44に相当する単位数 

㈢ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑶ ⑴から⑼までにより

算定した単位数の1000分の42に相当する単位数 

㈣ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑷ ⑴から⑼までにより

算定した単位数の1000分の40に相当する単位数 

㈤ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑸ ⑴から⑼までにより

算定した単位数の1000分の39に相当する単位数 

㈥ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑹ ⑴から⑼までにより

算定した単位数の1000分の35に相当する単位数 

㈦ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑺ ⑴から⑼までにより

算定した単位数の1000分の35に相当する単位数 

㈧ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑻ ⑴から⑼までにより

算定した単位数の1000分の31に相当する単位数 

㈨ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑼ ⑴から⑼までにより

算定した単位数の1000分の31に相当する単位数 

㈩ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑽ ⑴から⑼までにより

算定した単位数の1000分の30に相当する単位数 

(十一) 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑾ ⑴から⑼までにより

算定した単位数の1000分の24に相当する単位数 

(十二) 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑿ ⑴から⑼までにより

算定した単位数の1000分の26に相当する単位数 

(十三) 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⒀ ⑴から⑼までにより

算定した単位数の1000分の20に相当する単位数 

(十四) 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⒁ ⑴から⑼までにより

算定した単位数の1000分の15に相当する単位数 
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※ 「別に厚生労働大臣が定める基準」＝厚生労働大臣が定め

る基準第四十一号において準用する第三十九号【参考22－２

】 

 

（削る） ⑾ 介護職員等特定処遇改善加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員

等の賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処

理組織を使用する方法により、都道府県知事に対し、老健

局長が定める様式による届出を行った指定短期入所療養介

護事業所が、利用者に対し、指定短期入所療養介護を行っ

た場合は、当該基準に掲げる区分に従い、次に掲げる単位

数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれか

の加算を算定している場合においては、次に掲げるその他

の加算は算定しない。 

㈠ 介護職員等特定処遇改善加算(Ⅰ) ⑴から⑼までにより

算定した単位数の1000分の15に相当する単位数 

㈡ 介護職員等特定処遇改善加算(Ⅱ) ⑴から⑼までにより

算定した単位数の1000分の11に相当する単位数 

（削る） ⑿ 介護職員等ベースアップ等支援加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員

等の賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処

理組織を使用する方法により、都道府県知事に対し、老健

局長が定める様式による届出を行った指定短期入所療養介

護事業所が、利用者に対し、指定短期入所療養介護を行っ

た場合は、⑴から⑼までにより算定した単位数の1000分の

５に相当する単位数を所定単位数に加算する。 

ニ （略） ニ （略） 

ホ 介護医療院における短期入所療養介護費 

⑴～⒂ （略） 

ホ 介護医療院における短期入所療養介護費 

⑴～⒂ （略） 
⒃ 介護職員等処遇改善加算 

注１ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する介護職員等

⒃ 介護職員処遇改善加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員
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の賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処

理組織を使用する方法により、都道府県知事に対し、老

健局長が定める様式による届出を行った指定短期入所療

養介護事業所が、利用者に対し、指定短期入所療養介護

を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、次に掲

げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げ

るいずれかの加算を算定している場合においては、次に

掲げるその他の加算は算定しない。 

㈠ 介護職員等処遇改善加算(Ⅰ) ⑴から⒂までにより算

定した単位数の1000分の51に相当する単位数 

㈡ 介護職員等処遇改善加算(Ⅱ) ⑴から⒂までにより算

定した単位数の1000分の47に相当する単位数 

㈢ 介護職員等処遇改善加算(Ⅲ) ⑴から⒂までにより算

定した単位数の1000分の36に相当する単位数 

㈣ 介護職員等処遇改善加算(Ⅳ) ⑴から⒂までにより算

定した単位数の1000分の29に相当する単位数 

の賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処理

組織を使用する方法により、都道府県知事に対し、老健局

長が定める様式による届出を行った指定短期入所療養介護

事業所が、利用者に対して指定短期入所療養介護を行った

場合は、当該基準に掲げる区分に従い、令和６年５月31日

までの間、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。た

だし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合にお

いては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 

㈠ 介護職員処遇改善加算(Ⅰ) ⑴から⒂までにより算定し

た単位数の1000分の26に相当する単位数 

㈡ 介護職員処遇改善加算(Ⅱ) ⑴から⒂までにより算定し

た単位数の1000分の19に相当する単位数 

㈢ 介護職員処遇改善加算(Ⅲ) ⑴から⒂までにより算定し

た単位数の1000分の10に相当する単位数 

２ 令和７年３月31日までの間、別に厚生労働大臣が定め

る基準に適合している介護職員等の賃金の改善等を実施

しているものとして、電子情報処理組織を使用する方法

により、都道府県知事に対し、老健局長が定める様式に

よる届出を行った指定短期入所療養介護事業所（注１の

加算を算定しているものを除く。）が、利用者に対し、

指定短期入所療養介護を行った場合は、当該基準に掲げ

る区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算す

る。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している

場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない

。 

㈠ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑴ ⑴から⒂までにより

算定した単位数の1000分の46に相当する単位数 

㈡ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑵ ⑴から⒂までにより

算定した単位数の1000分の44に相当する単位数 

（新設） 
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㈢ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑶ ⑴から⒂までにより

算定した単位数の1000分の42に相当する単位数 

㈣ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑷ ⑴から⒂までにより

算定した単位数の1000分の40に相当する単位数 

㈤ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑸ ⑴から⒂までにより

算定した単位数の1000分の39に相当する単位数 

㈥ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑹ ⑴から⒂までにより

算定した単位数の1000分の35に相当する単位数 

㈦ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑺ ⑴から⒂までにより

算定した単位数の1000分の35に相当する単位数 

㈧ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑻ ⑴から⒂までにより

算定した単位数の1000分の31に相当する単位数 

㈨ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑼ ⑴から⒂までにより

算定した単位数の1000分の31に相当する単位数 

㈩ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑽ ⑴から⒂までにより

算定した単位数の1000分の30に相当する単位数 

(十一) 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑾ ⑴から⒂までにより

算定した単位数の1000分の24に相当する単位数 

(十二) 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑿ ⑴から⒂までにより

算定した単位数の1000分の26に相当する単位数 

(十三) 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⒀ ⑴から⒂までにより

算定した単位数の1000分の20に相当する単位数 

(十四) 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⒁ ⑴から⒂までにより

算定した単位数の1000分の15に相当する単位数 
 

※ 「別に厚生労働大臣が定める基準」＝厚生労働大臣が定め

る基準第四十一号において準用する第三十九号【参考22－２

】 

 

  （削る） ⒄ 介護職員等特定処遇改善加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員

等の賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処
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理組織を使用する方法により、都道府県知事に対し、老健

局長が定める様式による届出を行った指定短期入所療養介

護事業所が、利用者に対して指定短期入所療養介護を行っ

た場合は、当該基準に掲げる区分に従い、次に掲げる単位

数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれか

の加算を算定している場合においては、次に掲げるその他

の加算は算定しない。 

㈠ 介護職員等特定処遇改善加算(Ⅰ) ⑴から⒂までにより

算定した単位数の1000分の15に相当する単位数 

㈡ 介護職員等特定処遇改善加算(Ⅱ) ⑴から⒂までにより

算定した単位数の1000分の11に相当する単位数 

  （削る） ⒅ 介護職員等ベースアップ等支援加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員

等の賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処

理組織を使用する方法により、都道府県知事に対し、老健

局長が定める様式による届出を行った指定短期入所療養介

護事業所が、利用者に対し、指定短期入所療養介護を行っ

た場合は、⑴から⒂までにより算定した単位数の1000分の

５に相当する単位数を所定単位数に加算する。 

10 特定施設入居者生活介護費 10 特定施設入居者生活介護費 

イ～ル （略） イ～ル （略） 

ヲ 介護職員等処遇改善加算 

注１ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する介護職員等の

賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処理組

織を使用する方法により、都道府県知事に対し、老健局長

が定める様式による届出を行った指定特定施設が、利用者

に対し、指定特定施設入居者生活介護を行った場合は、当

該基準に掲げる区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位

数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定

している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定

しない。 

ヲ 介護職員処遇改善加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の

賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処理組織

を使用する方法により、都道府県知事に対し、老健局長が定

める様式による届出を行った指定特定施設が、利用者に対し

、指定特定施設入居者生活介護を行った場合は、当該基準に

掲げる区分に従い、令和６年５月31日までの間、次に掲げる

単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれ

かの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他

の加算は算定しない。 
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⑴ 介護職員等処遇改善加算(Ⅰ) イからルまでにより算定

した単位数の1000分の128に相当する単位数 

⑵ 介護職員等処遇改善加算(Ⅱ) イからルまでにより算定

した単位数の1000分の122に相当する単位数 

⑶ 介護職員等処遇改善加算(Ⅲ) イからルまでにより算定

した単位数の1000分の110に相当する単位数 

⑷ 介護職員等処遇改善加算(Ⅳ) イからルまでにより算定

した単位数の1000分の88に相当する単位数 

⑴ 介護職員処遇改善加算(Ⅰ) イからルまでにより算定した

単位数の1000分の82に相当する単位数 

⑵ 介護職員処遇改善加算(Ⅱ) イからルまでにより算定した

単位数の1000分の60に相当する単位数 

⑶ 介護職員処遇改善加算(Ⅲ) イからルまでにより算定した

単位数の1000分の33に相当する単位数 

２ 令和７年３月31日までの間、別に厚生労働大臣が定める

基準に適合している介護職員等の賃金の改善等を実施して

いるものとして、電子情報処理組織を使用する方法により

、都道府県知事に対し、老健局長が定める様式による届出

を行った指定特定施設（注１の加算を算定しているものを

除く。）が、利用者に対し、指定特定施設入居者生活介護

を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、次に掲げ

る単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるい

ずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げる

その他の加算は算定しない。 

⑴ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑴ イからルまでにより算

定した単位数の1000分の113に相当する単位数 

⑵ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑵ イからルまでにより算

定した単位数の1000分の106に相当する単位数 

⑶ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑶ イからルまでにより算

定した単位数の1000分の107に相当する単位数 

⑷ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑷ イからルまでにより算

定した単位数の1000分の100に相当する単位数 

⑸ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑸ イからルまでにより算

定した単位数の1000分の91に相当する単位数 

⑹ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑹ イからルまでにより算

定した単位数の1000分の85に相当する単位数 

⑺ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑺ イからルまでにより算

（新設） 
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定した単位数の1000分の79に相当する単位数 

⑻ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑻ イからルまでにより算

定した単位数の1000分の95に相当する単位数 

⑼ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑼ イからルまでにより算

定した単位数の1000分の73に相当する単位数 

⑽ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑽ イからルまでにより算

定した単位数の1000分の64に相当する単位数 

⑾ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑾ イからルまでにより算

定した単位数の1000分の73に相当する単位数 

⑿ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑿ イからルまでにより算

定した単位数の1000分の58に相当する単位数 

⒀ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⒀ イからルまでにより算

定した単位数の1000分の61に相当する単位数 

⒁ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⒁ イからルまでにより算

定した単位数の1000分の46に相当する単位数 
 

※ 「別に厚生労働大臣が定める基準」＝厚生労働大臣が定め

る基準第四十四号において準用する第四号【参考22－２】 

 

 （削る） ワ 介護職員等特定処遇改善加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等

の賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処理組

織を使用する方法により、都道府県知事に対し、老健局長が

定める様式による届出を行った指定特定施設が、利用者に対

し、指定特定施設入居者生活介護を行った場合は、当該基準

に掲げる区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算

する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場

合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 

⑴ 介護職員等特定処遇改善加算(Ⅰ) イからルまでにより算

定した単位数の1000分の18に相当する単位数 

⑵ 介護職員等特定処遇改善加算(Ⅱ) イからルまでにより算

定した単位数の1000分の12に相当する単位数 
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 （削る） カ 介護職員等ベースアップ等支援加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等

の賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処理組

織を使用する方法により、都道府県知事に対し、老健局長が

定める様式による届出を行った指定特定施設が、利用者に対

し、指定特定施設入居者生活介護を行った場合は、イからル

までにより算定した単位数の1000分の15に相当する単位数を

所定単位数に加算する。 

11 （略） 11 （略）  
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